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○ 事務の手引きについて  
この事務の手引きは、障害者総合支援法を利用される障害者（児）にサービスを提供す

る事業者向けに公開しています。 
なお本手引きは、国の通知や事務処理要領等を基に、サービス利用の流れや請求事務の

手順等について簡易的に記述したものです。詳細については、国の通知や事務処理要領等

をご確認ください。 
また、平成３１年４月１日現在を基準として編集しております。その後、内容が変わる

ことがありますので、詳しくはそれぞれの事業の担当窓口にお問い合わせください。 
 

目 次 
１．事務の流れ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 
２．上限管理の流れ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 
３．契約 
  （１）支給決定内容の確認・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 
  （２）受給者証への記入・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 
４．利用者負担額について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 
５．請求方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 
６．利用者負担の上限管理方法について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 
７．報酬算定について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 
  （１）居宅介護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 
  （２）重度訪問介護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 
  （３）行動援護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０ 
  （４）同行援護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０ 
  （５）計画相談支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１ 
  （６）その他サービス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５ 
  （７）各種加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３６ 
８．保健福祉課一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３９ 
別表１ 介護給付費・訓練等給付費等明細書の記入方法 
別表２ 実績記録票の記入方法 
別表３ 利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書の記入例 
別表４ 利用者負担額一覧表 様式 
別表５ 利用者負担上限額管理結果票 様式 
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○ 障害者総合支援法とは  

障害福祉サービスの一層の充実・推進を図り、障害児（者）が安心して暮らせる社会

を実現するため、平成 18年 4月から障害者自立支援法が施行されました。その後、

平成25年4月に改正され、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律」（障害者総合支援法）になりました。（一部平成26年4月より施行） 

 

１． 事務の流れ ※①～○21の順（同じ番号は同時進行） 

 利用者 指定特定相談支援事

業者 

サービス提供事業者 区 

申
請
〜
支
給
決
定
（
一
部
省
略
）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

契
約 

  

 

 

              

 

  

 

 

 

 

 

⑥支給決定・給付決定 

 
受給者証 

⑩受給者証の事業者

記入欄への記入 

 ・・・p.9～ 

 
・契約内容報告書 
・事業者情報調書 
（世田谷区の利用者に初めてサー
ビス提供する場合） 

 

②サービス等利用計画案
作成依頼 
 

①相談・申請 
（地域の総合支所
保健福祉センター
保健福祉課にて） 

③指定特定相談支援事
業者と契約 

契約書 

④サービス等利用計画案
を作成し、申請者に交付 

 

④障害支援区分の認定 
サービス利用意向聴取 

③一次判定・二次判定 
（審査会の意見聴取） 

②認定調査 
医師意見書提出依頼 

サービス等利用計画案提出依頼書 

支給決定通知 

 

・契約書 

・重要事項説明書 

⑧事業者との契約 利用者との契約 

受給者証提示 

⑪受理 

⑦受給者証交付 

サービス等利用計画案 

⑨受理 

サービス等利用計画案 

⑤サービス等利用計画案
を区へ提出 
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サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
作
成
〜
サ
ー
ビ
ス
利
用 

サ
ー
ビ
ス
提
供  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

請
求 

 

利用者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定相談支援事業者 サービス提供事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス提供月の 

翌月１０日まで 

区 

 

 

 

 

⑬サービス等利用計画
の作成・申請者に交付 

⑫サービス担当者会議 
（サービス事業者と連
絡調整） 

⑯サービス利用開始 

⑮受理 

⑰サービス受給 

サービス提供記録の確

認 

 

 
サービス提
供実績記録
票 

⑰サービス提供 

サービス提供記録にサ

ービス提供の都度記録 

⑱請求データ（請求書・明細書・

実績記録票・上限管理結果票）

を国保連に送信 

（介護給付費の請求P.14） 

請 

求 

国保連合会 

国保連へ請求し、支払い

が行われた介護給付費・訓

練等給付費に誤りがあった場

合の過誤申立方法について

は、区のＨＰをご参照くださ

い。 

 

サービス等利用計画 

⑭サービス等利用計画
を区へ提出 

⑰モニタリング 

サービス等利用計画 

⑭個別支援計画作成 
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 利用者 特定相談支援事業者 サービス提供事業者 区 

代
理
受
領
通
知 

 

《介護給付費受領後》 

 

   

サ
ー
ビ
ス
内
容
の
変
更
・
契
約
終
了 

    

 

 

 

⑲代理受領の通知 

      

⑲代理受領通知 

受け取り 

⑳受給者証の事業

者記入欄への記入 

受給者証 

⑳受給者証提示 

 
代理受領通知 

 
契約内容報告書 

○21 受理 

 

☆サービス提供の記録を必ず作成しなければなりません。 

①サービスを提供した際は、提供日、具体的な内容その他必要な事項をその都度記録すること。 

②障害福祉サービス提供を受けたことについて、利用者等から確認を得ること。 

 

☆サービス提供に係る記録は、サービス提供をした日から５年間整備しなければなり

ません。 

 

サービス提供の記録が作成・整備されていない場合は、介護給付費・訓練等給付費

の返還を求める場合があります。 

 

重要 
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２． 上限管理の流れ（上限管理事務p.15参照） ※該当者のみ 

 

※
①
〜
⑩
の
順
（
同
じ
番
号
は
同
時
進
行
）

 
 
 
 
 

 利用者 

 

上限額到達見込者が

２か所以上の事業者と

契約する場合 

 

 

上限額管理事業者以

外の事業所 

上限額管理事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎月３日まで 

 

 

 

 

 

 

 

翌月６日まで 

 

 

 

区 

②事業者承諾欄の

記入 

④受理 

「利用者負担上限額

管理対象者該当有」、

「上限額管理事業所

名」を追記 

 

⑥上限額管理事業者に
なった事を、利用者と
契約している他の事業
者へ連絡 

上限額管理依頼届出書 
 

⑦上限管理事業者へ
実績の報告 

⑧各事業者の利用者負担
額を調整      

 
利用者負担額一覧表  
     

 
⑨上限管理結果を基に、
請求データ、明細書等 
の確定 

 
利用者負担上限額管理結果票 

① 上限額管理依頼届
出書交付 上限額管理依頼届出書 

 （別表３参照） 

受給者証 

⑤上限額管理事業者名が 
受給者証に記載された
事を上限管理事業者に
報告 

※３日・６日に休日、祝

日、年末年始、ＧＷ等

が重なった場合は、事

業者間同士で上限管

理の日程を調整してく

ださい。 

 
②上限額管理依頼届出書
作成 
 
③区に提出 

 

受給者証 
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３． 契 約  

契約にあたっては障害福祉サービス受給者証の提示を受け、支給決定障害者(保

護者)（以下「利用者」という。）の受給資格と決定支給量を確認してください。サービス

等利用計画に基づき支給決定された決定支給量の範囲内で、月当りのサービス提供

内容や提供量を定めて、契約支給量を決定してください。 

障害福祉サービス受給者証の事業者記入欄に、事業所及び事業所の名称、区分

並びに契約日を併せて記入し、事業所名を特定することができる確認印を押印してく

ださい。 

 

（１）支給決定内容の確認 

〈受給者証見本〉 

《表紙》 

 
 
 
 
 
 
 

《支給決定内容》 

支給決定期間 平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

支給量等

サービス種別

サービス種別

支給量等

支給決定期間 　年　月　日から　　　年　月　日まで

予備欄

短期入所　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０日/月

支給決定期間 平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

区分３

平成30年4月1日から平成32年3月31日まで

居宅介護

認定有効期間

サービス種別

支給量等

障害支援区分

介護給付費の支給決定内容

（二）

居宅身体介護　　　　　　　　　　　　　９３.時間/月
　　　　　　　　　　　　　　　　　１回あたり　３．０時間

居宅家事援助　　　　　　　　　　　　３１．０時間/月
　　　　　　　　　　　　　　　　　１回あたり　１．０時間

短期入所
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区分３

平成30年4月1日から平成32年3月31日まで

支給量等

　年　月　日から　　　年　月　日まで支給決定期間

予備欄

支給決定期間

サービス種別

サービス種別

　年　月　日から　　　年　月　日まで

　平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

支給量等

支給量等

サービス種別

認定有効期間

障害支援区分

訓練等給付費の支給決定内容

（四）

共同生活援助

支給決定期間

共同生活援助基本
共同生活援助補足給付対象者

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定特定相談支援事業所名

モニタリング期間

予備欄

予備欄

適用期間 平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

支給額 　　　　　　　　　　　10,000円／月

　　　　　　　　　円／日

適用期間 　年　月　日から　　　年　月　日まで

共同生活援助又は重度障害者等包括支援

支給額

特定障害者特別給付費の支給内容

（五）

　平成30年3月20日から平成31年3月31日まで

計画相談支援給付費の支給内容

施設入所支援

支給期間

○○相談支援事業所

毎月ごと　（平成30年4月～平成30年6月）
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《利用者負担》

利用者負担上限額管理事業所名

特記事項欄

予備欄

4,600円

○○事業所

適用期間 　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

利用者負担上限額管理対象者該当の有無 該当

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

食事提供体制加算対象者 非該当

（六）

利用者負担に関する事項

負担上限
月額

適用期間

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

詳細はＰ14参照 

詳細はＰ15参照 
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（２）受給者証への記入 

区から指定する手続きは次のとおりです。 

【事業者と利用者の間の契約手続（契約書、重要事項説明書等）を済ませた上で行ってください】 

 

（１）受給者証の事業者記入欄の記入例 

サービス種別 参照先 

居宅介護 記入例①② 

重度訪問介護 記入例③④ 

生活介護 

記入例⑤⑥ 
自立訓練 

就労移行支援 

就労継続支援 

療養介護 

記入例⑦⑧ 共同生活援助 

施設入所支援 

短期入所 記入例⑨ 

就労定着支援 
記入例⑩⑪ 

自立生活援助 

 

 

 

記入例①  新規契約するときの記入例（居宅介護） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 訪問系サービス事業者記入欄 

１ 

事 業 者 及 び 
その事業所の名称 

いきいきヘルプサービス 
世田谷事業所 

サービス内容 身体介護 事業者確認印 
契 約 支 給 量 月 70時間   分 
契 約 日 平 成 ３ ０年 ４月 1日 
当該契約支給量による  
サービス提供終了日  平成  年 月 日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の  
終了日までの既提供量   時 間   分 

２ 

事 業 者 及 び 
その事業所の名称 

いきいきヘルプサービス 
世田谷事業所 

サービス内容 家事援助 事業者確認印 
契 約 支 給 量 月  31時間   分 
契 約 日 平 成 ３ ０年 ４月 1日 
当該契約支給量による  
サービス提供終了日  平成  年 月 日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の  
終了日までの既提供量   時 間   分 

社印 

社印 

※利用者が複数事業者と契約する場合 

 

利用者が既に別の事業者と契約をし

ている場合、あるいは後に別の事業者と

契約しようとする場合は、決定支給量か

ら別の事業者との契約支給量を差し引

いた残りの支給量の範囲内において、

支給量を決定することになります。ただ

し、介護計画を立てる上で、契約支給量

について疑問等がある場合は、管轄の

総合支所保健福祉センター保健福祉課

にお問合せください。 

※ 事業者記入欄が足りなくなったときは管轄の総合支所保健福祉センター保健福

祉課へご連絡ください。 
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記入例②  契約を終了するときの記入例（居宅介護） 

番号 訪問系サービス事業者記入欄 

１ 

事 業 者 及 び 
その事業所の名称 

いきいきヘルプサービス 
世田谷事業所 

サービス内容 身体介護 事業者確認印 
契 約 支 給 量 月 70時間   分 
契 約 日 平 成 ３ ０年 ４月 1日 
当該契約支給量による  
サービス提供終了日  平成３１ 年 1月 31日 

事業者確認印 

サービス提供終了月中の  
終了日までの既提供量 70時 間   分 

２ 

事 業 者 及 び 
その事業所の名称 

いきいきヘルプサービス 
世田谷事業所 

サービス内容 家事援助 事業者確認印 
契 約 支 給 量 月 31時間   分 
契 約 日 平 成 ３ ０年 ４月1日 
当該契約支給量による  
サービス提供終了日  平成３１ 年 1月 31日 

事業者確認印 

サービス提供終了月中の  
終了日までの既提供量  31時 間   分 

 

記入例③  新規契約するときの記入例（重度訪問介護） 

 
番号 訪問系サービス事業者記入欄 

１ 

事 業 者 及 び 
その事業所の名称 

いきいきヘルプサービス 
世田谷事業所 

サービス内容 重度訪問介護 事業者確認印 
契 約 支 給 量 月  時間   分 
契 約 日 平 成 ３ ０年 ４月1日 
当該契約支給量による  
サービス提供終了日  平成  年 月 日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の  
終了日までの既提供量   時 間   分 

２ 

事 業 者 及 び 
その事業所の名称  
サービス内容  事業者確認印 
契 約 支 給 量 月  時間   分 
契 約 日 平成 年 月 日 
当該契約支給量による  
サービス提供終了日  平成  年 月 日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の  
終了日までの既提供量   時 間   分 

社印 

社印 

社印 

契約を終了したサービスの

欄に、サービス提供終了日・

サービスの既提供量・確認印

を記入・押印 

社印 

移動介護がある場合は、契

約支給量を以下のようにお

書きください。 

 

 

 

 

注）契約支給量３００時間の

内、３０時間が移動介護とい

うこと。 

３００ 
（移動３０） 
月    時間  分 

社印 
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記入例④  契約を終了するときの記入例（重度訪問介護） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入例⑤ 新規契約するときの記入例（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支

援） 

番
号 

生活介護・自立訓練・就労移行支援・ 

就労継続支援事業者記入欄 

1 

事 業 者 及 び そ の 
 生活介護サービス○○事業所 

事 業 所 の 名 称 

サ ー ビ ス 内 容  ○△○△○△○△ 事業者確認印 

契 約 支 給 量 （ ／ 日 ） １０日   

契 約 日 平 成 ３ ０年 ４月 1日 

当該契約支給量による 

サ ー ビ ス 提 供 終 了 日 
平成  年  月  日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の 

終了日までの既提供量 
    

 

 

 

 

 

 

番号 訪問系サービス事業者記入欄 

１ 

事 業 者 及 び 
その事業所の名称 

いきいきヘルプサービス 
世田谷事業所 

サービス内容 重度訪問介護 事業者確認印 
契 約 支 給 量 月  時間   分 
契 約 日 平 成 ３ ０年 ４月1日 
当該契約支給量による  
サービス提供終了日  平成３１ 年 1月 31日 

事業者確認印 

サービス提供終了月中の  
終了日までの既提供量   時 間   分 

２ 

事 業 者 及 び 
その事業所の名称  
サービス内容  事業者確認印 
契 約 支 給 量 月  時間   分 
契 約 日 平成 年 月 日 
当該契約支給量による 
サービス提供終了日 平成 年 月 日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の 
終了日までの既提供量   時 間   分 

社印 

契約を終了したサービスの欄に、サ

ービス提供終了日・サービスの既提

供量・確認印を記入・押印 

【記入例】 

 

 

 

 

月    時間  分 ３００ 
（移動３０） 

社印 

社印 
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記入例⑥  契約を終了するときの記入例（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続

支援） 

番
号 

生活介護・自立訓練・就労移行支援・ 

就労継続支援 事業者記入欄 

1 

事 業 者 及 び そ の 
 生活介護サービス○○事業所 

事 業 所 の 名 称 

サ ー ビ ス 内 容 ○△○△○△○△ 事業者確認印 

契 約 支 給 量 （ ／ 日 ） １０日   

契 約 日 平 成 ３ ０年 ４月 1日 

当該契約支給量による 

サ ー ビ ス 提 供 終 了 日 
平成３１ 年 1月 31日 事業者確認印 

サービス提供終了月中の 

終了日までの既提供量 
 ７日 

  

 

 

記入例⑦  新規契約するときの記入例（療養介護、共同生活援助、施設入所支援） 

療養介護・共同生活援助・施設入所支援 

 事業者記入欄 

番
号 

事 業 者 及 び 入所（居）日 事業者 

確認印 そ の 事 業 所 の 名 称 退所（居）日 

1 
 ○○グループホー

ム 

入所（居）日   

平 成 ３ ０年 ４月 1日 
退所（居）日 

平成  年  月  日 

2   

入所（居）日 

  
平成  年  月  日 

退所（居）日 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

社印 

社印 

社印 
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記入例⑧  契約を終了するときの記入例（療養介護、共同生活援助、施設入所支援） 

療養介護・共同生活援助・施設入所支援 

 事業者記入欄 

番
号 

事 業 者 及 び 入所（居）日 事業者 

確認印 そ の 事 業 所 の 名 称 退所（居）日 

1 
 ○○グループホー

ム 

入所（居）日   

平 成 ３ ０年 ４月 1日 

退所（居）日 

平成３１ 年 1月 31日 

2   

入所（居）日   

平成  年  月  日 

退所（居）日 

平成  年  月  日 

 

 

 

記入例⑨  記入例（短期入所） 

短期入所事業者実績記入欄 

番
号 

事業者及びその 

事業所の名称 
実施日 日

数 

月
累
計 

区
独
自 

事業者 

確認印 

1 
○○事業所 

（宿泊型） 

平成３０年４月１日から 
３ ３  社印 

平成３０年４月３日まで 

2 
●●事業所 

（宿泊型） 

平成３０年７月６日から 
２ ５  社印 

平成３０年７月７日まで 

3 
△△事業所 

（日中ショート） 

平成３０年７月１０日から 
0.5 5.5 ○ 社印 

平成３０年７月１０日まで 

4 
 ■■事業所 

（緊急一時保護） 

平成３０年７月１５日から 
３ ３ ○ 社印 

平成３０年７月１７日まで 

 

 

  

 

 

 

 

 

社印 

【区独自】 
 [宿泊の場合] 記入は不要です。 
 [日中ショート・緊急一時保護の場合] 
  ○を記入してください。 

【日数】 
 [宿泊・緊急一時保護の場合] 
  宿泊日数を記入してください。 
 [日中ショートの場合] 
  分数又は小数で記入してください。 

【月累計】 
[宿泊・日中ショートの場合] 
記入時点での、宿泊と日中ショートの当該月

利用日数の合計を記入してください。 
[緊急一時保護の場合] 
記入時点での、緊急一時保護の当該月利用日

数合計を記入してくだい。 
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記入例⑩  新規契約するときの記入例（就労定着支援・自立生活援助） 

就労定着支援・自立生活援助 

 事業者記入欄 

番
号 

事 業 者 及 び 利用開始日 事業者 

確認印 そ の 事 業 所 の 名 称 利用終了日 

1 
就労定着支援 

○○事業所 

契約日   

平 成 ３ ０年 ４月 1日 

サービス提供終了日 

  年  月  日 

2  

契約日 

  
  年  月  日 

サービス提供終了日 

  年  月  日 

 

 

記入例⑪  契約を終了するときの記入例（就労定着支援・自立生活援助） 

就労定着支援・自立生活援助 

 事業者記入欄 

番
号 

事 業 者 及 び 利用開始日 事業者 

確認印 そ の 事 業 所 の 名 称 利用終了日 

1 
就労定着支援 

○○事業所 

契約日   

平 成 ３ ０年 ４月 1日 

サービス提供終了日 

平成３１ 年 1月 31日 

2  

契約日 

 
  

  年  月  日 

サービス提供終了日 

  年  月  日 

 

 

社印 

社印 
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４．利用者負担額について  
利用者の負担が高額にならないように所得に応じて、一月あたりの上限額（負担上限月

額）が定められています。その月の利用額が負担上限月額に満たない場合は、１割が自己

負担となります。必ず、受給者証の記載を確認してください。 

区     分 負担上限月額 

生活保護  生活保護受給世帯の方 0円 

低所得  区市町村民税非課税 0円 

一般１ 

 区市町村民課税世帯で区市町村民税所得割額 16万円（障害児及び 20

歳未満の施設入所者の場合は28万円）未満の方 

※入所施設利用者（20歳以上）、グループホームの利用者を除く 

9,300円 

（障害児：4,600円） 

一般２  上記以外 37,200円 

５．請求方法  
◎東京都国民健康保険団体連合会への支払事務の委託について 
 平成１９年９月サービス提供分から、介護給付費・訓練等給付費の支払事務が国保連に委託さ

れたことで、請求の流れが変更となりました。 
また、平成２２年７月請求分より、請求書類の区への提出は不要となりました。 
但し、サービス提供実績記録票原本（サービス提供者印と利用者確認印が押印されているも

の）は、必ず事業者で保管してください。 
 

（１）請求データ 

国保連から提供された簡易入力システム等を使用して、国保連へ請求データを伝送すること

により請求します。請求データは、以下のとおりです。 

①介護給付費・訓練等給付費等請求書 

②介護給付費・訓練等給付費等明細書 

（訓練等給付費等明細書・地域相談支援給付費明細書） 

③サービス提供実績記録票 

④利用者負担上限額管理結果票（上限管理対象者の請求のみ。） 

請求サービスコードの算定は、「７．請求サービスコードの考え方・算定方法」を参考にしてくだ

さい。 

 

（２）請求・支払いスケジュールについて 

①請求 

サービス提供月の翌月1日～１０日までに国保連へ請求してください。 

②支払い 

請求月の翌月１５日に国保連より支払われます。（１５日が土・日・祝日にあたる場合は、翌銀

行営業日に支払われます。） 

 

（３）請求ソフトについて 

国保連提供の簡易入力ソフトを利用する場合は、サービス提供実績記録票と明細書の入

力を各々入力することになりますので、それぞれの帳票の相関性に注意して請求するようにし

てください。 
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６．利用者負担の上限額管理方法について 
利用者負担額が上限額を超える見込があり、さらに複数事業者を利用している場合

には、負担上限月額を超えないように、事業者間で上限額管理をする必要がありま

す。 
（上限額管理事務の流れ） ※P. 5のフローチャート参照 
① 各サービス提供事業所は、毎月３日までに「利用者負担額一覧表」（別表４）を作

成し、上限管理事業者へ提出します。 
                   ↓ 
② 上限管理事業所は、提出された各サービス事業所の「利用者負担額一覧表」によ

り、「利用者負担上限額管理結果票」（別表５）を作成します。 
                   ↓ 
③ 上限管理事業所は、作成した「利用者負担上限額管理結果票」等の内容の確認

を上限管理対象者（利用者）に求めます。 
↓ 

④ 上限管理事業所は、毎月６日までに各事業所に「利用者負担上限額管理結果

票」等を送付します。 
↓ 

⑤ 各サービス提供事業所は、受け取った「利用者負担上限額管理結果票」等をもと

に、上限額管理対象者の明細書の「利用者負担上限額管理事業所」欄、「上限額

管理後利用者負担額」欄および「決定利用者負担額」欄を記入します 
                   ↓ 
⑥ 上限額管理者・各サービス提供事業所は、上限額管理対象者の請求明細書に 

実績記録票と利用者負担上限額管理結果票を添付する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

☆上限管理事業所になる事業所は？ 
 提供されるサービス量、生活面を含めた利用者との関係性（利用者負担を徴収する便宜）、サービス管

理責任者の配置の有無や事務処理体制等を総合的に勘案し、以下の順序になっています。また、同順位

で負担上限月額に到達するまで利用者負担額を徴収します。 

（１） 居住系サービス事業者（療養介護、施設入所、宿泊型自立訓練、共同生活援助） 

（２） モニタリング期間が「毎月ごと」である利用者の指定特定相談支援事業者 

（３） 日中活動系サービス事業者（生活介護・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援を行う事業所） 

（４） 訪問系サービス事業者（順位は右①～⑤）。①対象者に同一事業所番号で複数の訪問系サービス

を提供する事業所 ②重度訪問介護事業所 ③居宅介護事業所④同行援護事業所 ⑤行動援護事

業所 

（５）短期入所サービス事業者 

（６）共同生活援助サービスの体験利用者 

注） 同順位に複数の事業者がある場合は、原則として契約量の多い事業者を優先します。ただし、短期

入所サービスのみ利用し、上限額管理が必要な場合は、当該月の最後のサービス提供事業者が上限額管

理を行います。 
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７．報酬算定について 
 
障害福祉サービス事業者はサービス提供にあたり、各サービスの個別支援計

画に基づき、事前に月の具体的な日時・内容について計画を立てます。この計

画に基づきサービス提供を行い、報酬算定については、実際に要した時間によ

り算定されるのではなく、個別支援計画に基づいて行われるべきサービス提供

に要する時間により請求を行うことになります。また、計画に変更があった場

合、その都度計画を見直し、利用者に確認を求めます。 

 
【サービスコードとは？】 
 サービスコードとは、サービス内容、提供時間、提供時間帯、提供人数等ご

とに単位数が設けられた、介護給付費等を算定するためのコードです。サービ

スコードの一覧表については、厚生労働省のホームページをご覧下さい。 
 
【サービス提供の時間帯及び加算について】 
 訪問系サービスについては、下表のとおり一日の時間帯が区分けされており、

それぞれの時間帯について、単位数が定められています。報酬算定をする際は、

サービス提供した時間帯に該当するサービスコードを用います。その際、日中

以外の時間帯には、日中の単位数を元にした加算がつきます（下表参照。日中

を１とした場合、行動援護を除く）。 
0～6時 6～8時 8～18時 18～22時 22～24時 

深夜 

1.5 

早朝 

1.25 

日中 

１ 

夜間 

1.25 

深夜 

1.5 

※身体介護 30分未満で比較すると以下のようになります（括弧内はサービスコード）。 
   日中のみ（111111）… 248単位 
   早朝のみ（111195）… 310単位 （248×1.25）少数点未満、四捨五入 
   夜間のみ（111215）… 310単位 （  〃  ） 
   深夜のみ（111251）… 372単位 （248× 1.5） 
 
なお、サービスコード表における「未満」という表記は、その時間を含みます

のでご注意ください。 

※計画時間と実際のサービス提供時間に誤差がある場合 
 ①１０分早く終了した、５分延長した等の場合 
   ・もともと予定していた計画に基づき請求を行います。 
 ②キャンセルや突発的な計画変更の申し出があった場合 
   ・申し出の都度、その月の計画を修正します。 

（二重線＋利用者確認印による修正） 
・個別支援計画と実際の利用時間が乖離している場合には、個別支援

計画自体の変更が必要となります。 



 18

（１）居宅介護 
居宅介護において同類型（身体介護、家事援助、通院等介助）のサービスを

一日に複数回算定する場合は、概ね２時間以上の間隔を空けることになってい

ます。 
前後のサービスの間隔が２時間未満の場合は、前後の時間を合わせて一連の

サービスとして算定します。ただし、身体状況等により短時間の間隔で短時間

の滞在により複数回の訪問を行わなければならないと区が認める場合、別々に

算定することができます。 
 
【サービスコードの考え方 ～居宅介護の場合～】 
 提供時間は３０分単位（家事援助の場合は、最初の３０分以降は１５分単位）

となります。 
最初の３０分を算定するには、２０分以上のサービス提供が必要です。（夜間、

深夜及び早朝の時間帯に提供する場合はこの限りではありません。） 
 
①基本型 
 基本型の特徴は、時間帯（日中、夜間等）をまたがないことです。同じ時間

帯の中でのみサービス提供を行った場合は、この基本型のサービスコードを用

います。 
（例１．９時～１２時まで身体介護を行った場合） 
       ９時                 １２時 

日中のみ 3.0ｈ 
 
  サービスコード：身体介護（日中のみ）111131 身体日中 3.0 
  単  位  数：813単位 
 
（例２．１９時～２０時まで家事援助を行った場合） 
       １９時      ２０時 

夜間のみ 1.0h 
 
  サービスコード：家事援助（夜間のみ）116219 家事夜間 1.0 
  単  位  数：239単位 
 
②合成型 
 合成型は、サービス提供時間が３時間未満で、かつ時間帯が他時間帯にまた

がる場合に用います（家事援助及び通院等介助（身体介護を伴わない場合）の

場合は 1.5時間未満）。ここでいう３時間未満とは、例えば１７時から２０時ま
でといった、３時間のサービス提供を含みます。 
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（例３．１７時～２０時まで身体介護を行った場合） 
     １７時    １８時            ２０時 

日中 1.0h 夜間 2.0h 
   
  サービスコード：身体介護（日中＋夜間）111455 身体日中 1.0・夜間 2.0 
  単  位  数：918単位 
  
（例４．７時４５分から９時１５分まで身体介護を行なった場合） 
  ○最初の３０分の時間帯の考え方（後述⑥参照） 

７：４５（開始時刻）が早朝の時間帯に属するため、最初の３０分は

早朝となる。ただし、開始時刻が属する時間帯が１５分より少ない場合

（例えば７：５０～８：２０であれば、開始時刻の７：５０が属する早

朝の時間帯は１０分しかないため）、日中となる。 
 
⇒７：４５～８：１５ 早朝 ０．５時間 

早朝 0.5h 日中 1.0h 

  サービスコード：身体介護（早朝＋日中）111367身体早朝 0.5日中 1.0 
  単  位  数：632単位 
 
（例５．７時から８時３０分まで家事援助を行った場合） 
      ７時          ８時     ８時３０分 

早朝 1.0h 日中 0.5h 
 
  サービスコード：家事援助（早朝＋日中）116323 家事早朝 1.0・日中 0.5 
  単  位  数：315単位 
 
 
 
 
 
 
③増分型 
 増分型は、時間帯が他時間帯にまたがり、かつサービス提供時間が３時間を

超える場合に用います（家事援助及び通院等介助（身体介護を伴わない場合）

の場合は 1.5時間未満）。この場合、サービス開始から３時間までは②で説明し
た合成型コードを用い、３時間を超える部分について、増分型コードを用いま

す。 
なおサービス提供時間が３時間を超えても、時間帯をまたがない場合は①基

本型となりますので、注意してください。 
 

計３時間 

計 1.5時間 

※居宅介護の報酬単価は、短時間に集中して支援を行うという業務形態

を踏まえて、開始から３時間（家事援助及び通院等介助（身体介護を伴

わない場合）の場合は 1.5時間）までは報酬の高い単価設定になってい

ます。 

計１．５時間 
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（例６．１６時から２３時まで身体介護を行った場合） 

１６時         １８時               ２２時       ２３時 
日中 2.0ｈ 夜間 4.0ｈ 深夜 1.0ｈ 

                    
 

日中 2.0h 夜間 1.0h 夜間増分 3.0h 深夜増分 1.0h 

 
 
 
 
サービスコード：①身体介護（日中＋夜間）111475 身体日中 2.0・夜間 1.0 
        ②身体介護（夜間増分）111951 身体夜間増 3.0 
        ③身体介護（深夜増分）111971 身体深夜増 1.0 
単  位  数：①854単位 
        ②608単位 
        ③243単位   合計 1,705単位 
 
（例７．７時４５分から１２時１５分まで身体介護を行った場合） 

7時 45分        8時 15分            10時 45分       12時 15分 

 
 
※時間帯が切り替わるまでに 15分あるので、７：４５～８：１５は開始時刻の
属する時間帯で判断し、早朝となる。15分未満だと多い方の時間帯となる（後
述⑥参照）。 

 サービスコード：①身体介護（早朝＋日中）111379 身体早朝 0.5日中 2.5 
         ②身体介護（日中増分）111835 身体日中増 1.5 
 単  位  数：①875単位 
         ②243単位  合計 1,118単位 
 
（例８．７時１５分から９時４５分まで家事援助を行った場合） 

7時 15分         8時             8時 45分       9時 45分 

 
 
 サービスコード：①家事援助（早朝＋日中）117871 家事早朝 0.75日中 0.75 
          ②家事援助（日中増分）116387 家事日中増 1.0 
 単  位  数：①304単位 
         ②136単位  合計 440単位 
 
 

早朝 0.5ｈ 日中 2.5ｈ 日中増 1.5ｈ 

早朝 0.75ｈ 日中 0.75ｈ 日中増 1.0ｈ 

計７時間 

上図のサービス提供時間は、以下のようになります。 

開始後３時間は合成型コードを使用 ３時間以上は増分型コードを使用 
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（例９．１６時から１９時まで家事援助を行った場合） 

16時           18時       19時 

 
 
 サービスコード：①家事援助（日中）116123 家事日中 2.0 
         ②家事援助（夜間増分）116491 家事夜間増 1.0 
 単  位  数：①335単位 
         ②170単位  合計 505単位 
 
（例１０．１７時から１９時まで家事援助を行った場合） 

17時        18時       18時 30分     19時 

 
 
 サービスコード：①家事援助（日中＋夜間）116335 家事日中 1.0夜間 0.5 
         ②家事援助（夜間増分）116487 家事夜間増 0.5 
 単  位  数：①286単位 
         ②85単位   合計 353単位 
 
※なお、例えば１時から２３時まで連続してサービス提供を行った場合は、１

～６時と２２～２３時が深夜帯となりますが、この場合は両者を合算せずに

別々に算定します（１～６時までは深夜 5.0、２２～２３時までは深夜増 1.0）。 
 
④日跨（ひまたぎ）型 
 日跨型は、サービス提供開始後３時間（家事援助は 1.5時間）以内で日を跨い
だ場合にのみ使用します。日を跨いで３時間を超えた部分については、増分コ

ードを用います。 
 
（例１１．２３時から翌日７時（８時間）まで身体介護を行った場合） 
 ２３時     ０時                        ６時     ７時 

深夜 1.0h 翌・深夜 6.0h 早朝 1.0h 
 
 

深夜 1.0h 日跨増深夜 1.0ｈ深夜 2.0h 深夜増 4.0h 早朝増 1.0ｈ 

 
 
 
 
 
 

日中 2.0h 夜間増 1.0h 

日中 1.0h 夜間 0.5h 夜間増 0.5h 

上図のサービス提供時間は、以下のようになります。 

計８時間 

開始後３時間以内で日を跨いだ場合は、

日跨増コードを使用 
３時間以上は増分型コードを使用 
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サービスコード：①身体介護（深夜のみ）111255 身体深夜 1.0 
        ②身体介護（日跨） 111579 身体日跨増深夜 1.0・深夜 2.0 
        ③身体介護（深夜増分）111995 身体深夜増 4.0 
        ④身体介護（早朝増分）111915 身体早朝増 1.0 
単  位  数：①588単位 
        ②632単位 
        ③972単位 
        ④203単位    合計 2,395単位 
 
※サービス提供が事実上日を跨ぐ場合であっても、開始後３時間が日を跨がな

い場合は日跨型にならないので注意してください（下例参照）。 
 
（例１２．２１時～翌日３時まで身体介護を行った場合） 

 
２１時    ２２時        ０時               ３時 

夜間 1.0h 深夜 2.0ｈ 翌・深夜 3.0h 
 
 

夜間 1.0h 深夜 2.0h 深夜増 3.0h 

 
 
 
 
 
サービスコード：①身体介護（夜間＋深夜）111519 身体夜間 1.0・深夜 2.0 
        ②身体介護（深夜増分） 111987 身体深夜増 3.0 
単  位  数：①1,122単位 
        ②729単位    合計 1,851単位 
 
⑤サービス提供の間隔が２時間未満の場合 
 一日に複数回同類型（身体介護、家事援助、通院等介助）のサービスを行っ

た場合に、サービス提供の間隔が２時間を超える場合にはそのサービスごとに

単位数を算定しますが、サービス提供の間隔が２時間未満の場合は、前後の時

間を合わせて一連のサービスとして前後のサービスを１回として算定します。 
 
 
 
 
 

開始後３時間が日を跨いでいない

ため、合成型コードを使用 
３時間以上は増分型

コードを使用。 
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（例１３．５時３０分から７時３０分まで身体介護を行い、 
さらに９時から１１時まで身体介護を行った場合） 

５時３０分   ６時      ７時３０分      ９時          １１時 
深夜 0.5h 早朝 1.5h 空白時間 日中 2.0h 

 
 

深夜 0.5h 早朝 1.5h 日中 1.0h 日中増 1.0h 

 
 
 
 
 
 
サービスコード：①身体介護（深夜＋早朝＋日中）111611 身体深夜0.5・早朝

1.5・日中 1.0 
        ②身体介護（日中増分）111831 身体日中増 1.0 
単  位  数：①1,038単位 
        ②162単位     合計 1,200単位 

 
⑥身体介護・家事援助の最小単位である 30分で時間帯をまたぐ場合 
当該３０分の開始時刻が属する時間帯により算定します。ただし、当該３

０分の開始時刻が属する時間帯におけるサービス提供時間が１５分より少な

いである場合には、当該３０分のうち、多くの時間帯の算定基準により算定

します。 
 

（例１４．7時４５分～８時４５分まで身体介護を行った場合） 
   7:45    8:00    8:15        8:45 

早朝 日中 日中 
 

 
早朝 0.5h 日中 0.5h 

 
 
 
 
サービスコード：身体介護（早朝＋日中）111363 身体早朝 0.5・日中 0.5 
単  位  数：454単位 
 

※ 開始時刻が属する時間帯のサービス時間が１５分より少ない場合は、多くの

時間を占める時間帯で算定します。 

※サービス提供の間隔が２

時間未満 

開始後３時間は合成型コード

（サービス間隔が２時間未満

の場合）を使用 

３時間以上は増分型コー

ドを使用 

開始時刻の属する時間帯が早朝であり、その時間

数が１５分以上であるため、「早朝」で算定。 
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（例１５．１６時５０分～１８時５０分まで身体介護を行った場合） 
16:50    17:20     17:50 18:00  18:20    18:50 

日中 日中 日中 夜間 夜間 

 
 
 
 

 
サービスコード：身体介護（日中＋夜間）111447 身体日中 1.0・夜間 1.0 
単  位  数：716単位 
 
⑦二人介護の場合 
 利用者の障害特性等により、入浴介助等の重介護を内容とする居宅介護を

提供する場合等に二人介護を行う場合は、サービス内容略称が「２人」のコ

ードを使って算定します。 
※サービス提供前に二人介護の支給決定がされているか必ず受給者証の特記

事項欄にて確認してください。 
（例１６．８時～９時まで身体介護を二人で行った場合） 

８時           9時 
日中 1.0h（２人） 

 
サービスコード：①身体介護（日中）111115 身体日中 1.0 

②身体介護（日中）111116 身体日中 1.0・２人 
単  位  数：①392単位  
        ②392単位   合計 784単位 

 
※時間をずらして二人介護を行った場合は、以下のように算定します。 

 
（例１７．身体介護を一人目が１３時～１５時の２時間、二人目が１４時～

１６時の２時間行い、１時間のみ時間が重なっている場合） 
13時    14時   15時    16時 

日中 2.0h（１人目） 
日中 2.0h（２人目） 

手順①合計の時間を算定します         …13:00～16:00（日中 3.0h） 
②重なっている時間を二人目として算定します…14:00～15:00（日中 1.0h） 

サービスコード：①身体介護（日中のみ）111131 身体日中 3.0 
        ②身体介護（日中のみ）111116 身体日中 1.0・２人 
単  位  数：①813単位 
        ②392単位    合計 1,205単位 

日中 1.0h 夜間 1.0h 
開始時刻は日中だが、日中に属する時間が

１５分より少ないので、夜間で算定する。 
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（２）重度訪問介護 
 １日複数回のサービス提供時間を通算して算定します。 
 サービスコードの最小単位は３０分であり、サービスコードは最初の４時間ま

では３０分ごと、それ以降は４時間ごとに設定されています。（下表１参照）。

単位数を算定する際には、開始時からの時間と３０分ごとの時間帯により区分

を行い、かつ障害程度による加算（下表２参照）を考慮します。ただし、最初

の１時間については、１時間単位の算定となります。この１時間の算定には概

ね 40分以上のサービス提供が必要です。 
 
〈表１・重度訪問介護のサービスコード〉 

〈表２・重度訪問介護の対象者の区分〉 
サービスコード表上の表記 対象者 加算 

重訪Ⅰ 重度障害者等 
重度障害者等包括支援の対象

となる者 
15％加算 

重訪Ⅱ 障害程度区分６に該当する場合 
障害程度区分６の者（重訪Ⅰ

に該当する者を除く） 
8.5％加算 

重訪Ⅲ 重度訪問介護サービス費 
障害程度区分５以下の者 

なし 

 
 
 
 
 
 
 
 

開始時からの時間 使用するサービスコード 
１時間以下の１時間 「サービス内容略称」の 1.0 
１時間以上１時間３０分まで 〃      1.5 
１時間３０分以上２時間まで 〃      2.0 
２時間以上２時間３０分まで 〃           2.5 
２時間３０分以上３時間まで 〃           3.0 
３時間以上３時間３０分まで 〃           3.5 
３時間３０分以上４時間まで 〃           4.0 
４時間を超え ８時間以下の３０分 〃      8.0 
８時間を超え１２時間以下 〃 〃     12.0 

１２時間を超え１６時間以下 〃 〃     16.0 
１６時間を超え２０時間以下 〃 〃     20.0 
２０時間を超え２４時間以下 〃 〃     24.0 
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①基本型 
（例１．重訪Ⅱの者に対して、重度訪問介護を１３時～１９時まで行った場合） 
 

区 分 時 間 時間帯 
１時間未満 13:00～14:00 日中 

１時間以上 1時間 30分未満 14:00～14:30 日中 
1時間 30分以上 2時間未満 14:30～15:00 日中 
2時間以上 2時間 30分未満 15:00～15:30 日中 
2時間 30分以上 3時間未満 15:30～16:00 日中 
3時間以上 3時間 30分未満 16:00～16:30 日中 
3時間 30分以上 4時間未満 16:30～17:00 日中 

４時間以上 
８時間未満 

17:00～17:30 日中 
17:30～18:00 日中 
18:00～18:30 夜間 
18:30～19:00 夜間 

 
○サービスコード 

区分 時間帯 回数 サービスコード 単位数 
１時間未満 日中 １ （日中のみ）121271重訪Ⅱ日中 1.0 200 
1時間以上 

1時間 30分未満 
日中 1 （日中のみ）121281重訪Ⅱ日中 1.5 98 

1時間 30分以上 
2時間未満 

日中 1 （日中のみ）121441重訪Ⅱ日中 2.0 99 

2時間以上 
2時間 30分未満 

日中 1 （日中のみ）121451重訪Ⅱ日中 2.5 99 

2時間 30分以上
3時間未満 

日中 1 （日中のみ）121461重訪Ⅱ日中 3.0 100 

3時間以上 
3時間 30分未満 

日中 1 （日中のみ）121471重訪Ⅱ日中 3.5 98 

3時間 30分以上 
4時間未満 

日中 1 （日中のみ）121481 重訪Ⅱ日中 4.0 100 

４時間以上 
８時間未満 

日中 ２ （日中のみ）121221重訪Ⅱ日中 8.0 92 
夜間 ２ （夜間のみ）123221重訪Ⅱ夜間 8.0 115 

 
○単位数 
（200単位×1）+（98単位×2）+（99単位×2）+（100単位×2） 

+（92単位×1）+（115単位×1）=1,001単位 
 
 

３０分ごとの時間

帯と開始時からの

時間により、区分を

します。 
 

1 時間未満には

1.0、4時間以上 8

時間未満には 8.0

のコードを用いる。 
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②重度訪問介護を１日に複数回行った場合 
同一の事業者が、１日に複数回の重度訪問介護を行う場合には、１日分の所

用時間を通算して算定します。 
 この場合の１日とは、０時から２４時までを指すものであり、翌日の０時以

降のサービス提供分については、所要時間１時間から改めて通算して算定しま

す。ただし、１回のサービスが午前０時をまたいで２日にわたり提供される場

合、午前０時が属する３０分の範囲内における午前０時を超える端数について

は、１日分に含めて算定します。 
 
（例２．重訪Ⅲの者に対して、重度訪問介護を 7:00～9:00 の２時間と、22:45
～翌 0:45の２時間の計４時間を行った場合） 

区 分 時 間 時間帯 
１時間未満 7:00～8:00 早朝 

1時間以上 1時間 30分未満 8:00～8:30 日中 
1時間 30分以上 2時間未満 8:30～9:00 日中 
2時間以上 2時間 30分未満 22:45～23:15 深夜 
2時間 30分以上 3時間未満 23:15～23:45 深夜 
3時間以上 3時間 30分未満 23:45～0:15 深夜 
※翌日分として算定 0:15～0:45 深夜 
 
 
 
○サービスコード 

区分 時間帯 回数 サービスコード 単位数 
１時間未満 早朝 １ （早朝のみ）122371重訪Ⅲ早朝 1.0 230 
１時間以上 

1時間30分未満 
日中 1 （日中のみ）121381重訪Ⅲ日中 1.5 90 

1時間30分以上
2時間未満 

日中 1 （日中のみ）121491重訪Ⅲ日中 2.0 91 

2時間以上 
2時間30分未満 

深夜 1 （深夜のみ）124501重訪Ⅲ深夜 2.5 137 

2時間30分以上
3時間未満 

深夜 1 （深夜のみ）124511重訪Ⅲ深夜 3.0 138 

3時間以上 
3時間30分未満 

深夜 1 （深夜のみ）124521重訪Ⅲ深夜 3.5 135 

○単位数 
（230単位×1）+（90単位×1）+（91単位×1）+（137単位×1） 

+（138単位×1）+（135単位×1）＝821単位 

 

間があいた場合であって

も、通算して開始時から

の時間を算定。 

午前０時が属する３０分の

範囲内における午前０時を

超える端数については、１

日分に含めて算定。 
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③重度訪問介護を１時間未満で行った場合 
「所要時間１時間未満の場合」で算定する場合の所要時間は概ね４０分以上

となります。つまり、１日に４０分未満のサービスを行った場合は、原則とし

て算定できません。 

 ただし、１日のサービス提供時間が１時間を超える場合には、以下のように合

算して算定します。 

（例３．重訪Ⅲの者に対して、重度訪問介護を 

8:00～9:30の１時間半、11:00～12:30の１時間半、16:00～19:20の

３時間２０分、計６時間２０分行った場合） 

区 分 時 間 時間帯 
１時間未満 8:00～9:00 日中 

1時間以上 1時間 30分未満 9:00～9:30 日中 
1時間 30分以上 2時間未満  11:00～11:30 日中 

2時間以上 2時間 30分未満 11:30～12:00 日中 
2時間 30分以上 3時間未満 12:00～12:30 日中 
3時間以上 3時間 30分未満 16:00～16:30 日中 
3時間 30分以上 4時間未満 16:30～17:00 日中 

４時間以上 
８時間未満 

17:00～17:30 日中 
17:30～18:00 日中 
18:00～18:30 夜間 
18:30～19:00 夜間 
19:00～19:20 夜間 

 

○サービスコード 

区分 
時間

帯 
時間数 サービスコード 単位数 

１時間未満 日中 １ （日中のみ）121371重訪Ⅲ日中 1.0 184 
1時間以上 

1時間30分未満 
日中 1 （日中のみ）121381重訪Ⅲ日中 1.5 90 

1時間30分以上 
2時間未満 

日中 1 （日中のみ）121491重訪Ⅲ日中 2.0 91 

2時間以上 
2時間30分未満 

日中 1 （日中のみ）121501重訪Ⅲ日中 2.5 91 

2時間30分以上
3時間未満 

日中 1 （日中のみ）121511重訪Ⅲ日中 3.0 92 

3時間以上 
3時間30分未満 

日中 1 （日中のみ）121521重訪Ⅲ日中 3.5 90 

3時間30分以上 
4時間未満 

日中 1 （日中のみ）121531重訪Ⅲ日中 4.0 92 

間があいた場合であって

も、通算して開始時から

の時間を算定する。 

最後２０分間となるが、最小単

位は３０分のため、３０分とし

て算定。ただし、原則としては、

３０分単位で計画をたてること

が望ましい。 
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４時間以上 
８時間未満 

日中 ２ （日中のみ）121321重訪Ⅲ日中 8.0 85 
夜間 ３ （夜間のみ）123321重訪Ⅲ夜間 8.0 106 

○単位数 

（184単位×1）+（90単位×2）+（91単位×2）+（92単位×2） 

+（85単位×2）+（106単位×3）= 1,218単位 

 
 
④重度訪問介護の最小単位である３０分（最初の１時間の場合は１時間）で時

間帯を跨ぐ場合 
 
当該３０分（最初の１時間の場合は１時間）の開始時刻が属する時間帯によ

り算定します。ただし、当該３０分（１時間）の開始時刻が属する時間帯にお

けるサービス提供時間が１５分未満（３０分未満）場合には、当該３０分（１

時間）のうち、多くの時間帯の算定基準により算定します。 
 
（例４．重訪Ⅲの者に対して、重度訪問介護を 7:30～11:00 までの３時間半、

15:50～18:20までの２時間半行った場合） 
区 分 時 間 時間帯 

１時間未満 7:30～8:30 早朝 
1時間以上 1時間 30分未満 8:30～9:00 日中 
1時間 30分以上 2時間未満 9:00～9:30 日中 

2時間以上 2時間 30分未満 9:30～10:00 日中 
2時間 30分以上 3時間未満 10:00～10:30 日中 
3時間以上 3時間 30分未満 10:30～11:00 日中 
3時間 30分以上 4時間未満 15:50～16:20 日中 

４時間以上 
８時間未満 

16:20～16:50 日中 
16:50～17:20 日中 
17:20～17:50 日中 
17:50～18:20 夜間 

 
○サービスコード 

区分 
時間

帯 
時間数 サービスコード 単位数 

１時間未満 早朝 １ （早朝のみ）122371重訪Ⅲ早朝 1.0 230 
1時間以上 

1時間30分未満 
日中 1 （日中のみ）121381重訪Ⅲ日中 1.5 90 

1時間30分以上 
2時間未満 

日中 1 （日中のみ）121491重訪Ⅲ日中 2.0 91 

サービス開始１時間の中で

時間帯がまたがる場合は、サ

ービス開始時刻が属する時

間帯により算定する。 

開始時刻が属する時間帯が

１５分未満である場合には、

当該３０分のうち、多くをし

める時間帯により算定 
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2時間以上 
2時間30分未満 

日中 1 （日中のみ）121501重訪Ⅲ日中 2.5 91 

2時間30分以上
3時間未満 

日中 1 （日中のみ）121511重訪Ⅲ日中 3.0 92 

3時間以上 
3時間30分未満 

日中 1 （日中のみ）121521重訪Ⅲ日中 3.5 90 

3時間30分以上 
4時間未満 

日中 1 （日中のみ）121531重訪Ⅲ日中 4.0 92 

４時間以上 
８時間未満 

日中 ３ （日中のみ）121321重訪Ⅲ日中 8.0 85 
夜間 １ （夜間のみ）123321重訪Ⅲ夜間 8.0 106 

 

○単位数 

（230単位×1）+（90単位×2）+（91単位×2）+（92単位×2）+（85単位×3）

+（106単位×1）= 1,137単位 

 
 
（３）行動援護 
 行動援護の最小単位は３０分であり、３０分ごとにサービスコードが設定さ

れています。また、行動援護は、主として日中に行なわれる外出中心のサービ

スであることから、早朝・夜間、深夜の加算はありません。 
 
例）行動援護を１３時～１９時までの６時間提供した場合 
 
 13時               18時     19時 

       行動援護６．０  
          
  サービスコード：131221行動援護 6.0 

単  位  数：1,921単位 
 
 
※ 行動援護で提供されるサービスは、その性質上、一般的に半日の範囲内にと

どまると想定されており、８時間以上実施されるような場合であっても、「７

時間３０分以上の場合」の単位を適用します。 
※ 二人介護によりサービスを提供した場合、二人目については、二人目のサー

ビスコードを適用します。 
※ 行動援護の報酬算定は、１日１回とされているため、原則として、複数回に

分かれてサービスを提供した場合でも、１回のみしか報酬を算定できません。 
 
（４）同行援護  
「７．報酬算定について（１）居宅介護」に準じて算定します。 

居宅介護・重度訪問介護

のような夜間の加算は

付かない。 
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（５）計画相談支援 

 

① 計画相談支援とは 

サービス利用支援 

サービスの支給決定もしくは支給決定の変更前にサービス等利用計画案を作

成し、支給決定後に、サービス事業者等との連絡調整を行うとともに、サービ

ス等利用計画の作成を行う。 

 

継続サービス利用支援（モニタリング） 

支給決定されたサービス等の利用状況の検証を行い、サービス事業者等との連

絡調整などを行う。 

 

② 計画相談支援の基本報酬について 

区分 

報酬名 
（Ⅰ） （Ⅱ） 

サービス利用支援費 1,458単位／月 729単位／月 

継続サービス利用支援費 1,207単位／月 603単位／月 

 

◆取扱件数について 

基本報酬（Ⅰ）又は（Ⅱ）を区分するためには「取扱件数」を算出する必要

があります。 

「取扱件数」は、１月間に計画作成又はモニタリングを行った計画相談支援対

象障害者等の数（前６か月の平均値）（＊）を相談支援専門員の員数（前６か月

の平均値で、新規に指定を受けた場合は推定数）で除して算定します。 

 

※指定障害児相談支援事業者の指定を併せて受け、一体的に運営している場合

は、指定障害児相談支援の事業における障害児相談支援対象保護者を含みます。 

 

◆基本報酬（Ⅰ）又は（Ⅱ）の算定方法 

「取扱件数」が 40以上である場合は、その「取扱件数」から 39を減じた数

に上記相談支援専門員の員数を乗じて得た数（小数点以下の端数は切り捨て）

が、算定月におけるサービス利用支援費（Ⅱ）又は継続サービス利用支援費（Ⅱ）

を算定する件数となります。 

「取扱件数」が40 件未満の場合は、全てサービス利用支援費（Ⅰ）又は継続サ

ービス利用支援費（Ⅰ）を算定します。 
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◆基本報酬（Ⅰ）又は（Ⅱ）の割り当て 

利用者の契約日が新しいものから順にサービス利用支援費（Ⅱ）又は継続サ

ービス利用支援費（Ⅱ）を割り当て、それ以外の利用者について、サービス利

用支援費（Ⅰ）又は継続サービス利用支援費（Ⅰ）を割り当てます。 

計画相談支援と障害児相談支援を一体的に運営している場合は、始めに計画相

談支援対象者の契約日が新しいものから順にサービス利用支援費（Ⅱ）又は継

続サービス利用支援費（Ⅱ）を割り当て、その後に障害児相談支援対象者の契

約日が新しい者から順に割り当てます。 

 

③ 計画相談支援の加算について 

◆特定事業所加算 ※事前に区に届出が必要 

 
 

◆各種加算 

※加算の内（☆）の加算は基本報酬を算定しない月においても単独で算定可。 

※「行動障害支援体制加算」・「要医療児者支援体制加算」・「精神障害者支

援体制加算」は、事前に区に届出が必要。 
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④ 同月にサービス利用支援と継続サービス利用支援を行う場合 

◆支給決定有効期間の終期月等に継続サービス利用支援を行った結果、支給決

定の更新等の申請がなされ、同月に利用計画を作成した場合 

 

⇒継続サービス利用支援はサービス利用支援の一連の支援であることから、継

続サービス利用支援費の算定はせず、サービス利用支援のみ算定します。 

 

◆支給決定にあたって利用計画を作成した後、同一月に、サービス利用状況を

検証するために継続サービス利用支援（モニタリング）を行った場合 

 

⇒サービス利用支援費と継続サービス利用支援費の両方を算定します。 

 

⑤ 継続サービス利用支援の算定月の取り扱い 

あらかじめ設定されたモニタリング期間ごとに継続サービス利用支援を実施

した場合に算定します。モニタリング月以外の月であっても、モニタリング期

間を変更する必要が生じた場合は、区保健福祉課に連絡・相談してください。 

 

⑥ 計画相談支援給付費の支給内容 

 

〈受給者証見本〉 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画相談支援給付費の支給内容 

支給期間 平成30年3月16日から平成31年3月31日 

指定特定相談支援事業所名 

○○相談支援事業所 

モニタリング期間 

3月ごと （平成30年4月1日から平成31年3月31日まで） 

平成30年4，5，6，9，12月 

平成31年3月 

 

 

予備欄 

 

 

（ 五 ） 
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⑦ 請求月に関する事例 

新規で、平成30年4月1日から居宅介護の利用を開始するため、利用計画案

を 3月 10日に区保健福祉課へ提出。区保健福祉課は 3月 16日付で決定。その

後、平成 30年 3月 28日付で利用者同意を得た利用計画を区保健福祉課へ提出

した。 

 

計画相談支援の提供月 

平成30年 平成31年 

３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
費 

継
続
サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
費 

継
続
サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
費 

継
続
サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
費 

  

継
続
サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
費 

  継
続
サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
費 

  継
続
サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
費 

又
は
、
サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
費 

 

⑧請求方法 

国保連から提供された簡易入力システム等を使用して、国保連へ請求デー

タを伝送することにより請求します。請求データは、以下のとおりです。 

 

・計画相談支援給付費請求書 

・計画相談支援給付費明細書 

・利用者負担上限額管理結果票（上限管理対象者の請求のみ。） 

 

請求・支払いスケジュールは、「５．請求方法」を参考にしてください。 

居宅介護の支給期間 平成30年4月1日～平成31年3月31日 

計画相談支援給付費の支給期間 平成30年3月16日～平成31年3月31日 

モニタリングについての決定内容 
サービス利用開始当初３か月は毎月モニタリング 

その後は3か月ごとモニタリング 
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（６）その他サービス 
療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、共同生活援助、機能訓練、

生活訓練、宿泊型自立訓練、就労移行支援、就労継続支援 A型、就労継続 B
型、就労定着支援、自立生活援助 

 
【基本報酬の算定について】 
上記サービスにおいては、都道府県の事業者指定状況、区の受給者支給決定

状況、サービス利用状況等により、１日毎に基本報酬を算定します。 
 
（例．生活介護事業所にてサービス提供を行った場合） 

都道府県の事業者指定状況：生活介護 特別区 定員２０名以下 
区の受給者支給決定状況：生活介護 障害程度区分６ 
サービス利用状況：個別計画作成あり 
サービス提供日：７/１、７/10（２回） 

給
付
費
明
細
欄 

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数 

生活介護１６ 2 2 2 1 1 1 1 2 8 3   2   2 5 6 6 

                    

                    

 
（例．共同生活援助事業所にてサービス提供を行った場合） 

都道府県の事業者指定状況：共同生活援助 特別区 人員配置４：１ 
区の受給者支給決定状況 ：共同生活援助 区分６ 
サービス利用状況：個別計画作成あり 大規模減算非該当 
サービス提供日：７/1～31（31回） 

給
付
費
明
細
欄 

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数 

生活援助Ⅰ６ 3 3 1 1 2 1  6 6 １  3 1  2 0 4 9 1 
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（７） 各種加算 
各サービスには、基本報酬以外にも、都道府県の事業者指定状況、区の受給者支給

決定状況、サービス利用状況等により、各種加算が算定できます。 
各サービスにて、算定可能な加算は以下のとおりです。 

 
【訪問系サービス】 
 居宅介護 重度訪問介護 同行援護 行動援護 

特定事業所加算 ○ ○ ○ ○ 

特別地域加算 ○ ○ ○ ○ 

緊急時対応加算 ○ ○ ○ ○ 

喀痰吸引等支援体制加算 ○ ○ ○ ○ 

初回加算 ○ ○ ○ ○ 

利用者負担上限額管理加算 ○ ○ ○ ○ 

行動障害支援連携加算 - ○ - - 

行動障害支援指導連携加算 - - - ○ 

福祉専門職員等連携加算 ○ - - - 

福祉・介護職員処遇改善加算 ○ ○ ○ ○ 

福祉・介護職員処遇改善特別加算 ○ ○ ○ ○ 

福祉・介護職員等特定処遇改善加算 ○ ○ ○ ○ 

 
 
【日中活動系サービス】 

  生活介護 機能訓練 生活訓練 
就労移行 

支援 

就労継続 

A型 

就労継続 

B型 

就労定着

支援 

特別地域加算 - ○ ○ - - - ○ 

利用者負担上限額管理加算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

福祉専門職員配置等加算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - 

人員配置体制加算 ○ - - - - - - 

就労支援関係研修修了加算 - - - ○ - - - 

視覚・聴覚言語障害者支援体制加算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - 

初期加算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

訪問支援特別加算 ○ - - ○ ○ ○ - 

欠席時対応加算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - 

重度障害者支援加算 ○ - - - - - - 

リハビリテーション加算 ○ ○ - - - - - 

食事提供体制加算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - 

延長支援加算 ○ - - - - - - 

医療連携体制加算 - - ○ ○ ○ ○ - 



37 
 

個別計画訓練支援加算 - - ○ - - - - 

送迎加算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - 

体験利用支援加算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - 

社会生活支援特別加算 - ○ ○ ○ ○ ○ - 

福祉・介護職員処遇改善加算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - 

福祉・介護職員処遇改善特別加算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - 

常勤看護職員等配置加算 ○ - - - - - - 

看護職員配置加算 - - ○ - - - - 

短期滞在加算 - - ○ - - - - 

精神障害者退院支援施設加算 - - ○ ○ - - - 

移行準備支援体制加算 - - - ○ - - - 

就労移行支援体制加算 ○ ○ ○ - ○ ○ - 

就労定着支援体制加算 - - - ○ - - - 

就労支援関係研修終了加算 - - - ○ - - - 

賃金向上達成指導員配置加算 - - - - ○ - - 

施設外就労加算 - - - - ○ ○ - 

重度者支援体制加算 - - - - ○ ○ - 

目標工賃達成指導員配置加算 - - - - - ○ - 

通勤訓練加算 - - - ○ - - - 

在宅時生活支援サービス加算 - - - ○ ○ ○ - 

企業連携等調整特別加算 - - - - - - ○ 

就労定着実績体制加算 - - - - - - ○ 

職場適応援助者養成研修修了者配

置体制加算 
- - - - - - ○ 

 
 
【居住系サービス（短期入所等含む。）】 
  療養介護 短期入所 施設入所支援 共同生活援助 宿泊型自立訓練 

利用者負担上限額管理加算 - ○ - - - 

地域移行加算 ○ - ○ - ○ 

体験宿泊支援加算 - - ○ - - 

福祉専門職員配置等加算 ○ - - ○ ○ 

人員配置体制加算 ○ - - - - 

初期加算 - - - - ○ 

食事提供体制加算 - ○ - - ○ 

医療連携体制加算 - ○ - ○ ○ 

短期利用加算 - ○ - - - 

常勤看護職員等配置加算 - ○ - - - 
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医療的ケア対応支援加算 - ○ - - - 

重度児者対応支援加算 - ○ - - - 

重度障害者支援加算 - ○ ○ ○ - 

特別重度支援加算 - ○ - - - 

単独型加算 - ○ - - - 

栄養士配置加算 - ○ - - - 

送迎加算 - ○ - - - 

体験利用支援加算 ○ - - - - 

日中支援加算 - - - ○ ○ 

自立生活支援加算 - - - ○ - 

入院時支援特別加算 - - ○ ○ ○ 

帰宅時支援加算 - - - ○ ○ 

長期入院時支援特別加算 - - - ○ ○ 

長期帰宅時支援加算 - - - ○ ○ 

地域生活移行個別支援特別加算 - - ○ ○ ○ 

夜勤職員配置体制加算 - - ○ - - 

夜間看護体制加算 - - ○ - - 

視覚・聴覚言語障害者支援体制加算 - - ○ ○ ○ 

入所時支援特別加算 - - ○ - - 

入院・外泊時加算 - - ○ - - 

栄養マネジメント加算 - - ○ - - 

経口移行加算 - - ○ - - 

経口維持加算 - - ○ - - 

療養食加算 - - ○ - - 

夜間支援等体制加算 - - - ○ ○ 

夜勤職員加配加算 - - - ○ - 

地域移行支援体制強化加算 - - - - ○ 

精神障害者地域移行特別加算 - - - ○ ○ 

強度行動障害者地域移行特別加算 - - - ○ ○ 

通勤者生活支援加算 - - - ○ ○ 

緊急短期入所受入加算 - ○ - - - 

定員超過特例加算 - ○ - - - 

看護職員配置加算 - - - ○ ○ 

福祉介護職員処遇改善加算 ○ ○ ○ ○ ○ 

福祉介護職員処遇改善特別加算 ○ ○ ○ ○ ○ 
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８．保健福祉課一覧 

保健福祉課 所在地・電話・FAX・管轄の地域 

世田谷総合支所 

保健福祉センター 

保健福祉課 障害支援担当 

 

 

整理番号 

10000 

〒154－8504 

世田谷区世田谷 4－22－33 

TEL（03）5432－2865 

FAX（03）5432－3049 

管轄の地域 

池尻 1～3丁目、池尻 4丁目（1～32番）、三宿、太子堂、三軒茶

屋、若林、世田谷、桜、弦巻、宮坂、桜丘、経堂、下馬、野沢、

上馬、駒沢 1～2丁目 

北沢総合支所 

保健福祉センター 

保健福祉課 障害支援担当 

 

 

整理番号 

20000 

〒155－8666 

世田谷区北沢 2－8－18 

TEL（03）6804－8727 

FAX（03）6804－8813 

管轄の地域 

池尻 4丁目（33～39番）、北沢、大原、代沢、羽根木、代田、松

原、梅丘、豪徳寺、赤堤、桜上水 

玉川総合支所 

保健福祉センター 

保健福祉課 障害支援担当 

 

 

整理番号 

30000 

〒158－0094 

世田谷区玉川 1－20－21 

TEL（03）3702－2092 

FAX（03）5707－2661 

管轄の地域 

上用賀、用賀、桜新町、玉川台、瀬田、玉川、新町、駒沢 3～5

丁目、駒沢公園、深沢、中町、上野毛、野毛、等々力、尾山台、

玉堤、奥沢、玉川田園調布、東玉川 

砧総合支所 

保健福祉センター 

保健福祉課 障害支援担当 

 

 

整理番号 

40000 

〒157－8501 

世田谷区成城 6-2-1 

TEL（03）3482－8198 

FAX（03）3482－1796 

管轄の地域 

船橋、千歳台、祖師谷、成城、砧、喜多見、大蔵、砧公園、岡

本、宇奈根、鎌田 

烏山総合支所 

保健福祉センター 

保健福祉課 障害支援担当 

 

 

整理番号 

50000 

〒157－8555 

世田谷区南烏山 6－22－14 

TEL（03）3326－6115 

FAX（03）3326－6154 

管轄の地域 

北烏山、南烏山、上北沢、八幡山、粕谷、給田、上祖師谷 

 



（様式第二）

１割相当額

利用者負担額②

特定障害者特別給付費
枚目枚中

算定日額 日数 給付費請求額 実費算定額

自治体助成分請求額

決定利用者負担額

上限額管理後利用者負担額

調整後利用者負担額

上限月額調整(①②の内少ない数)

円/単位円/単位円/単位単位数単価 円/単位

合計
日日

給付単位数

サービス利用日数 日

総費用額

日

請
求
額
集
計
欄

サービス種類コード

給
付
費
明
細
欄

単位数

年 月平成 入院日数日 利用日数月 日 終了年月日

入院日数

開始年月日 平成 年

日 利用日数

利用日数 入院日数

日 終了年月日 平成開始年月日 平成

年 日

年 年 月

日 終了年月日 平成 月年 月

管理結果

利用者負担上限月額　①

氏 名

受 給 者 証 番 号

支給決定障害者等

支 給決 定に 係 る

就労継続支援Ａ型減免対象者

事業者及び
その事業所
の名称

地域区分

障 害 児 氏 名 就労継続支援Ａ型事業者負担減免措置実施

請
求
事
業
者

指定事業所番号

月分年平成

月

市町村番号

助成自治体番号

サービスコードサービス内容

利用者負担上限額
管理事業所

指定事業所番号

事業所名称

管理結果額

請求額 給付費

介護給付費・訓練等給付費等明細書
（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、短期入所、療養介護、
生活介護、施設入所支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活援助）

A型減免
事業者減免額

減免後利用者負担額

サービス
種別

開始年月日 平成

回数 サービス単位数 摘要

世田谷区の市町村番号は
「１３１１２１」

利用者との契約に

おける最初のサー

ビス提供日を記入。

「利用者負担上限額管理結果

票」を元に、上限額管理結果を

転記。

当月の利用日数
を記入。

単位数×回

サービスコードおよび単価
は厚生労働省HPの「サービ
スコード表」をご覧下さい

上限管理事業者は、上限
額管理加算を加える。

単位数単価とは、１単位あたりの単価を指
します。事業所の所在地やサービス種類に
より、単位数単価が設定されています。

別表１



（様式１）

平成○○年　4　月分 居宅介護サービス提供実績記録票
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

身体介護　１５時間／月 通院等乗降介助　１０回／月

家事援助　５時間／月

通院介助（身体介護伴う）　５時間／月

①

②

①

②

受給者証
番　　　号

支給決定障害者等氏名 厚生　太郎 事業所番号

（障害児氏名） （厚生　花子）

事業者及び
その事業所 ○△□事業所

契約支給量

日
付

曜
日

サービス
内容

居宅介護計画

時間 乗降

サービス提供時間 算定時間数 派
遣
人
数

初
回
加
算

緊急時
対応
加算

福祉
専門

職員等
連携
加算

サービス
提供者印

利用者
確認印

備考開始
時間

終了
時間

計画時間数 開始
時間

終了
時間

時間 乗降

1 日 身体 10:00 11:30 1.5 10:00 11:30 1.5 1 1

2 月 通院（伴う） 10:00 11:00 1 10:00 11:00 1 2

5 木 家事 15:00 16:15 1.25

5 木 家事（基礎等） 15:00 16:15 1.25 1

13 金 乗降 18:00 18:30 1 18:00 18:30 1 1

15 日 身体 13:00 16:00 3 13:00 16:00 3 1

15 日 身体 14:00 15:00 1 14:00 15:00 1 1

16 月 身体 13:00 15:00 2 13:00 15:00 2 1

16 月 身体（基礎等） 14:00 16:00 2 14:00 16:00 2 1

30 月 身体（重訪） 22:00 23:00 1 22:00 23:00 1 1

3 火 通院（伴う） 10:00 11:30 1 10:00 11:30 1 1 運転中10：15～10：45を除く

10 火 身体 8:00 11:00 1.5 8:00 11:00 1.5 1
空き時間8：45から10：00／10：
45から11：00

17 火 身体 12:00 13:00 1 1 1

19 木 身体 8:00 10:00 2 8:00 10:00 2 1 1 同一建物減算

計画
時間数計

内訳（適用単価別） 算定
時間数計

合
計

居宅における身体介護 14

100% 90% 70% 重訪

12 2 1 15

1回 1回 1回

通院介護（身体介護を伴う） 2 3 3

家事援助 1.25 1.25 1.25

通院介護（身体介護を伴わない）

通院等乗降介助

枚中 枚

1 1 1

減算対象となる従業者により
サービス提供した場合は、当
該従業者の資格（基礎等）（重
訪）を併記する。

乗降の場合は回数を記載する。

二人派遣で時間がずれた場合、２行に分
けて記載する。
一行目は全体の通算時間を記載する。
二行目はヘルパーが重複している時間帯
を記載する。派遣人数は行ごとに１と記載
する。

二人派遣の時間帯がある場合で、1
人目と2人目の従事者要件（基礎研
修課程修了者や重度訪問研修修了
者）が異なる場合は、それぞれ行を
分けて記載する。

事例は、通院等乗降介助を行い、かつ、通院等乗降介助の前後に連続して20～30分程度以上の身体介護を行うことにより通院
介助（身体介護を伴う）を算定する場合の記載例。全体の通算時間は10：00～11：30であるが、10：15～10：45はヘルパーが運転
中の例。算定時間数については、ヘルパーの運転時間０．５時間を除いた時間数を記載する。

２時間以上サービス間隔があかなかった場合、1行にサービス時間全体を通しての開始時間及び
終了時間を記載し、備考欄に空き時間を記載する。
算定時間は、通算時間の3時間－空き時間の1．5時間＝1．5時間

（注）３日、１０日の利用分につ
いては、本資料作成都合上、暦
の順序から分けて記載していま
す。

初回加算を算定する場合、
「１」を記載する。

緊急時対応加算を算定する場
合、「１」を記載する。

福祉専門職員等連携加算を算
定する場合、「１」を記載する。

■旧様式からの変更点
・【初回加算】欄を追加 ・【緊急時対応加算】欄を追加
・【福祉専門職員等連携加算】欄を追加
・【備考】欄から「初回加算」、「緊急時対応加算」、
「福祉専門職員等連携加算」の記載を削除
・【備考】欄に「同一建物減算」の記載を追加

１時間を二人派遣で提供した場合、各利
用日に係る欄の算定時間数は１時間とし、
下の合計欄においては2時間を記載する。
（1時間×2人＝2時間）

当初の計画と実績においてヘルパーの資格
が変更（例：初任者等→基礎等）した場合、２
行に分けて記載する。
※報酬の算定は基礎等の単価により算定する。
（例：計画時基礎等→実績時初任者等に変更
の場合も報酬の算定は基礎等の単価により算
定する。）

当該サービス提供月において、
居宅介護計画に記載したサー
ビス提供予定日、その曜日を記
載する。
また、ヘルパーを２人派遣する
場合で２行に分けて記載する場
合はヘルパーごとに番号（丸囲
み）を記載する。（様式２及び様
式３－１についても同様。）

算定時間数の内訳
を集計する。 ヘルパーの資格により適用される

単価ごとに算定時間を記載する。

事業所と同一敷地の建物又は利用者
が20人以上居住する建物の利用者に
提供した場合、「同一建物減算」を記載
する。
事業所と同一敷地の建物であって利
用者が50人以上居住する建物の利用
者に提供した場合、「同一建物減算
（大規模）」を記載する。

別 表 ２

YTRLB
テキストボックス
１－８



（様式２）
平成○○年　4　月分 行動援護サービス提供実績記録票

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1事業所番号

（厚生　花子）

23

枚中

算定
時間数計

備考

1

1

1

1

1

1

1

12 木

18

1

3水 9:00

8

3

7 土

9 月

39:00

35 木

事業者及び
その事業所

2 月

9 0

（障害児氏名）

日
付

曜
日 開始

時間
終了
時間

契約支給量

2 3 5 6 87
受給者証
番　　　号

41

1

支給決定障害者等氏名

初回
加算

緊急時
対応
加算

行動障
害支援
指導連
携加算

厚生　太郎

派
遣
人
数

利用者
確認印

算定
時間

サービス
提供者印

39:00

9:00

9:00

9:00

12:00

12:00

12:00

18:00

12:00

3

8

計画
時間数

3

3

3

行動援護計画

開始
時間

終了
時間

9:00

9:00

9:00

9:00

9:00

12:00

12:00

12:00

18:00

12:00

1200

サービス提供時間

合計

計画
時間数計

20

○○事業所
行動援護　１２時間／月

枚

1回 1回 1回

初回加算を算定する場合、
「１」を記載する。

緊急時対応加算を算定する場
合、「１」を記載する。

行動障害支援指導連携加算を
算定する場合、「１」を記載する。

行動援護を算定する時間数を記載
する。

「所要時間7時間30分以上の場合」の
単価を適用する場合は「8」を記載す
る。（例：実際の提供時間数が9時間
の場合「8」を記入。）

■旧様式からの変更点
・【初回加算】欄を追加
・【緊急時対応加算】欄を追加
・【行動障害支援指導連携加算】欄を追加
・【備考】欄から「初回加算」、「緊急時対応加算」、
「行動障害支援指導連携加算」の記載を削除



（様式３－１）

平成○○年　4　月分 重度訪問介護サービス提供実績記録票

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

①

②

1

113 金 9:00

1

1

10 火

13

17 土 0:00

13:003

11:00

5 木 6:00

11:00

20:00

1

26:00

1

20:00

サービス
提供者印時間 移動

3

1

7:00

11:00 11:00

10:00 10:00

13:30

重度訪問介護計画

2 3 8

2 月

契約支給量

日
付

曜
日

受給者証
番　　　号

1 5 64 7 9 0

備考

派
遣
人
数

利用者
確認印

枚枚中

52.5

1

2

4

開始
時間

終了
時間 時間 移動

計画時間数

20:00

13:00

9:00 12:00

13:30

23:00

9:00

14:00

23:00

16:00

23:00

3

3

2.52.5

3

3

4

33

3

23

12:00

46.5

9.5

23:00

23:00

16:00

9:00

23:00

9:00

14:00

サービス提供時間

7:00

3

3

算定時間数

開始
時間

終了
時間

23

移動介護分

合計

20:00

0:00

6:00 3

3

2.5

3

2.5

3

3

12.5

初回
加算

緊急時
対応
加算

行動障
害支援
連携
加算

支給決定障害者氏名 厚生　太郎 事業所番号

○○事業所
事業者及び
その事業所重度訪問介護（うち移動介護１５時間）　６０時間／月

回 1回 1回

サービス提供
の状況

入院

入院

入院

入院

入院

入院

入院（長期）

入院（長期）

同
行
支
援

1

二人派遣で時間がずれた場合、２行に分け
て記載する。
一行目は全体の通算時間を記載する。
二行目はヘルパーが重複している時間帯を
記載する。派遣人数は行ごとに１と記載する。

移動介護加算を算定す
る時間数を記載する。

移動介護加算を算定する
時間数を記載する。
「所要時間3時間以上の場
合」の単価を適用する場合
は「4」を記載する。（例：実
際の移動介護時間数が5
時間の場合「4」を記入。）

3時間を二人派遣で提供した場合、各
利用日に係る欄の算定時間数は一人
分の3時間とし、下の合計欄において
は6時間を記載する。（3時間×2人＝6
時間）

初回加算を算定する場合、
「１」を記載する。

緊急時対応加算を算定する場
合、「１」を記載する。

行動障害支援連携加算を算
定する場合、「１」を記載する。

■旧様式からの変更点
・【サービス提供の状況】欄を追加
・【同行支援】欄を追加
・【初回加算】欄を追加
・【緊急時対応加算】欄を追加
・【行動障害支援連携加算】欄を追加
・【備考】欄から「初回加算」、「緊急時対応加算」、
「行動障害支援連携加算」の記載を削除

入院又は入所中にサービス提供を行った場合、「入院」と記載する。
連続して90日を超える入院又は入所中にサービス提供を行った場合、
「入院（長期）」と記載する。

熟練ヘルパーが新任ヘルパーに同行してサービス提供
を行った場合、「１」を記載する。



平 成 年 月 分 重度障害者等包括支援サービス提供実績記録票

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 日 11 ： 00 12 ： 00

1 日 12 ： 00 17 ： 00

2 月 7 ： 00 8 ： 00 1

2 月 8 ： 00 10 ： 00 1

2 月 10 ： 00 16 ： 00

2 月 16 ： 00 18 ： 00 1

2 月 18 ： 00 19 ： 00 1

2 月 19 ： 00 20 ： 00 1

3 火 ： ：

4 水 ： ：

5 木 7 ： 00 8 ： 00 1

5 木 8 ： 00 10 ： 00 1

5 木 10 ： 00 16 ： 00

5 木 16 ： 00 18 ： 00 1

5 木 18 ： 00 19 ： 00 1

5 木 19 ： 00 20 ： 00 1

6 金 ： ：

7 土 ： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

枚 中 枚1 1

その他サービス 32 6,693

4回短期入所 3

997

3回 1回 1回2,838合計

共同生活援助 1

１946 946 １ １短期入所 1 946 946

１946 946 １ １短期入所 1 946 946

245 2,746重度訪問介護 1 98 196 夜間 245

重度訪問介護 1 100 200 夜間 250 250

400重度訪問介護 2 100 400 400

生活介護 6 100 1,200 1,200 1,200

400重度訪問介護 2 100 400 400

重度訪問介護 1 201 201 早朝 251 251

１ １短期入所 1 946 946 946 946

共同生活援助 1 997 997 997 997

重度訪問介護 1 98 196 夜間 245 245 2,746

250重度訪問介護 1 100 200 夜間 250

重度訪問介護 2 100 400 400 400

1,200生活介護 6 100 1,200 1,200

重度訪問介護 2 100 400 400 400

251重度訪問介護 1 201 201 早朝 251

1,000 1,201生活介護 5 100 1,000 1,000

1

往 復

生活介護 1 201 201 201 201

初回加算
医療連携
体制加算

送迎加算
備考開始

時間
終了
時間

実績
時間数

適用
単価

基本
単位数

加算

日
付

曜
日

サービス
種　　別

サービス利用実績 実績単位数

低所得者
利用加算加算後

単位数

派
遣
人
数

単位数 １日計

事業所番号 事業者及び
その事業所

社会福祉法人重度包括振興会
重度障害者等包括支援事業所

サービス担当者会議開催日

4 月 4 日
7 8 9 0

支給決定障害者等氏名
( 児 童 氏 名 )

訪問　太郎

〇〇 4 （作成例）

受給者証
番　　号

1 2 3 4 5 6

低所得の利用者に対し支援を
行った場合、「１」を記載する。

初回加算を算定する場合、
「１」を記載する。

片道単位で回数を記載する。

医療連携体制加算（Ⅰ）が算定される支
援を行った場合、「１」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅱ）が算定される支
援を行った場合、「２」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅳ）が算定される支
援を行った場合、「４」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅴ）が算定される支
援を行った場合、「５」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅵ）が算定される支
援を行った場合、「６」を記載する。

■旧様式からの変更点
・様式レイアウトをA4縦⇒A4横に変更及び既存項目の配置見直し
・【実績単位数】欄、【実績割合】欄、【支給決定量（１月分）】欄、
【報酬請求額】欄、【利用者負担上限月額】欄、【利用者負担額】欄、
【社会福祉法人等軽減額】欄、【社福法人等軽減措置適用の有無】欄、
【当該月の日数】欄を削除
・【低所得者利用加算】欄、【初回加算】欄、【医療連携体制加算】欄、
【送迎加算】欄、【備考】欄を追加
・【単位数】欄に【合計】欄を追加

居宅介護等※の場合、適用単価を記載する。

※居宅介護等

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、

自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、

自立生活援助



（様式６）

平成○○年　4　月分 短期入所サービス提供実績記録票

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

30 月 1 1 1

重度障害者支援加算（研修修了者）

29 日 1

単独型加算（１８時間以上）

1

合計 18日 10回

1

1

1

1

1

1

18回 1回 1回 1回

1 介護を行う者の急病等

28 土 1 1

125 水 1 1

24 火 1 1

23 月 1 1

20 金 1 1

1

19 木 1 1

18 水 1 1

17 火 1 1

16 月 1 1

1

11 水 1 1

10 火 1 1

1

9 月 1 1

5 木 1 1

4 水 1 1

3 火 1 1

2 月 1 1

備考

復

1

医療連携
体制加算

契約支給量 短期入所　　５日／月

食事提供
加算

緊急短期
入所受入

加算

定員超過
特例加算

利用者
確認印

日付 曜日

厚生　太郎 事業所番号

（障害児氏名） （厚生　花子）

事業者及び
その事業所

○○事業所

6 7 8 9 0
支給決定障害者等氏名

算定
日数

送迎加算

往

受給者証
番　　　号

1 2 3 4 5

医療連携体制加算（Ⅰ）が算定される支
援を行った場合、「１」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅱ）が算定される支
援を行った場合、「２」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅳ）が算定される支
援を行った場合、「４」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅵ）が算定される支
援を行った場合、「６」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅶ）が算定される支
援を行った場合、「７」を記載する。

算定日数のうち、加算対象となる低所得利
用者に対して食事を提供した日数を記載す
る。

片道単位で回数を記載する。

緊急短期入所受入加算を算定する場合、
「１」を記載する。

日中活動を利用した日（入所日及び退所
日を除く）であって、短期入所事業所（単独
型）による支援が１８時間を超える場合、備
考欄に記載する。

強度行動障害を有する者に対し、強度行
動障害支援者養成研修（基礎研修）修了
者が支援を行った場合、備考欄に記載す
る。

該当受給者の緊急受入により利用定員を超過し、定員超
過特例加算を算定する場合、「１」を記載する。
同一日、同一事業所内の他の利用者の緊急受入により、
定員超過特例加算を算定する場合、「２」を記載する。

【定員超過特例加算】欄が「１」となる場合、
緊急受入となる具体的な内容を記載する。

■旧様式からの変更点
・【開始日】欄、【終了日】欄を削除し、日単位での記載に変更
・【医療連携体制加算】欄を追加 ・【緊急短期入所受入加算】欄を追加
・【定員超過特例加算】欄を追加
・【備考】欄から「医療連携体制加算」、「緊急短期入所受入加算」の記載を削除
・【備考】欄に「定員超過特例加算」の記載を追加



（様式７）

平成○○年　4　月分 生活介護サービス提供実績記録票

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

枚中 枚

○○事業所

初期加算 利用開始日 ○○年4月2日 30日目 ○○年5月1日 当月算定日数 　　　　　　13日

1回

サービス提供実績

支給決定障害者氏名

事業者及び
その事業所

1

体験利用
支援加算

生活介護　　１９日／月

4回

送迎加算

往 復

合計

重度障害者支援加算

備考

1

1

1

1

3

1

契約支給量

日
付

1 4
受給者証
番　　　号

曜
日 サービス提供

の状況

52
事業所番号

食事提供
加算

11:009:00 1 1

4 水 欠席

利用者
確認印

2 月

3 火

13 金 11:0010:00

16 月 13:00 16:00

17 火 9:00 10:00

23 月 9:00

18 水

20 金

19 木 9:00

27 金

111:00

1

9:00火

11:00

24

26 木 9:00

25

30 月 9:00 11:00

時間数
終了時間

訪問支援特別加算

開始時間

9:00

11:00

9:00 11:00

11:00 1 1

73 06
厚生　太郎

8 9

1

9:00

9:00 11:00

111:00

11:00

水

1

1

1

1１回3回

初期加算の算定可能期間の起
算日となる、当該支給決定障害
者がサービス利用を開始した日
を記載する。

初期加算の算定可能期間の満
了日となる、 利用開始日から起
算して３０日目となる日を記載す
る。

当該月における初
期加算の算定日数
（初期加算の算定
可能期間のうち本
体報酬が算定され
る日数）を記載する。

加算対象となる低所得利用者に対し
て食事を提供した日数

実際に訪問支援を提供した時間数を記載する。

算定は月２回を限度とする。報酬上算定でき
る回数にかかわらず、要件を満たす場合は
記載する（同一月内に3回目で算定はできな
いが記載する）。

欠席時対応加算を
算定する場合、「欠
席」を記載する。

片道単位で回数を記載する。

■旧様式からの変更点
・【体験利用支援加算】欄を追加
・【備考】欄に「重度障害者支援加算」の記載を追加

障害福祉サービスの体験利用支援加算の
対象となる支援を実施した場合、
初日から５日目までは「１」、
６日目から１５日目までは「２」を記載する。

強度行動障害を有する者に対し、強度
行動障害支援者養成研修（基礎研修）
修了者が支援を行った場合、備考欄に
記載する。



（様式９）
平成○○年　4　月分 施設入所支援提供実績記録票

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

一日

一月

30日目 当月算定日数

地域移行加算 退所日 ○○年4月30日 退所後算定日

1回

入所時特別支援加算 利用開始日

30 月

1

地域移行
加算

7 8 9 0 支給決定障害者氏名1 2 3 4 5 6

利
用
者
確
認
印

備考サービス提供
の状況

入院・
外泊時
加算

入院時支援
特別加算

食
費
の
単
価

朝食 300 円/日

円/日

夕食 光熱水費

光熱水費の単価

円/日

300 円/日

300 円/日

日 入院 1

円/日

体験宿泊
支援加算

昼食

夕食
日付

100

2 月 入院 1

朝食

曜日

1

実費算定額

昼食

一日

4 水 入院 1

3 火 入院 1

6 金 入院 2

5 木 入院 2

8 日 入院 2

7 土 入院 2 1

10 火 入院

9 月 入院 2 1

1

1 1

12 木

11 水 1 1 1

1

1 1 1 1

14 土

13 金 1 1 1

1

1 1 1 1

16 月 外泊

15 日 1 1 1

1 1 1

18 水 外泊

17 火 外泊 1

1

1 1

20 金

19 木 1 1 1

1

1 1 1 1

22 日

21 土 1 1 1

1

1 1 1 1

24 火

23 月 1 1 1 重度障害者支援加算（Ⅱ・夜間支援）

1

1 1 1 1

26 木

25 水 1 1 1

1

1 1 1 1

28 土

27 金 1 1 1

1

1 1 1 1

29 日 1 1 1

1 1 1 1

合計 9回 1回

18回 18回 19回 20回

各小計 18,300円 2,100円

実費合計額 20,400円

1

1回

支援実績

受給者証
番　　　号

厚生　太郎
事業所番号

事業者及び
その事業所

○○作業所
補足給付適用の有無 2 補足給付額(日額) 600 円/日

食費の単価：毎食単位又は一日単
位の単価を記載する。
光熱水費の単価：一月単位又は一
日単位の光熱水費の額を記載する。

入院・外泊時加算が算定される日
には「１」を記載する。
入院又は外泊時の費用の算定に
ついて、入院又は外泊の期間は初
日及び最終日は含まない。

利用契約に従って、食事の提供
を行ったときは、各食ごとに「１」
を記載する。
1日単位で契約している場合は、
朝食、昼食、夕食全てに「１」を
記載する。

利用契約に従って、施設が費
用を徴収する日については「１」
を記載する。

支給決定障害者が
当該施設を退所した
日を記載する。

退所後において地域移行
加算が算定される支援を
行った日を記載する。
※ 退所月と退所後におけ
る地域移行加算の算定月
が異なる場合は、受給者証
番号、受給者氏名などの基
本情報と本欄の退所日、退
所後算定日のみ記載する。

報酬上算定できる回数
にかかわらず、要件を満
たす場合は記載する。

入院・外泊時加算（Ⅰ）が算定さ
れる日に、「１」を記載する。
入院・外泊時加算（Ⅱ）が算定さ
れる日に、「２」を記載する。
入院又は外泊時の費用の算定
について、入院又は外泊の期間
は初日及び最終日は含まない。

強度行動障害を有する者に対し、強度
行動障害支援者養成研修（基礎研修）
修了者が支援を行った場合、備考欄に
記載する。

■旧様式からの変更点
・【地域移行加算】欄を追加
・【体験宿泊支援加算】欄を追加
・【備考】欄から「地域移行加算」の記載を削除
・【地域移行加算 入所中算定日】欄を削除

入院により本体報酬が算定
できない日（入院・外泊時加
算を算定する日。）が６日を
超える場合で、個別支援計
画に基づき入院期間中入
院先を訪問し、入院先との
連絡調整及び被服等の準
備その他の日常生活上の
支援を行った場合に「1」を
記載する。（月１回算定）

入所中において、地域移行加
算が算定される支援を行った場
合、「１」を記載する。
※入所中に２回を限度とする。

支給決定障害者の受給者証の記載により補足給
付の適用があるか否かの確認を行い、適用がない
場合は「１」、適用がある場合は「２」と記載する。 補足給付適用の有無が「２」の場合

は、日額を記載する。

体験宿泊支援加算が算定される
支援を行った場合、「１」を記載す
る。



（様式13）

平成○○年　4　月分 自立訓練(機能訓練)サービス提供実績記録票
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

当月算定日数 　　　　　　　20日

枚中 枚

サービス提供実績

初期加算 利用開始日 ○○年4月2日 30日目 ○○年5月1日

1回

1

体験利用
支援加算

11 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

備考

合計

送迎加算

往 復

1 1

サービス提供
の状況

欠席

1

1

1

1

1

1

1

契約支給量

食事提供

加算

1月

日
付

曜
日 提供形態

1

開始時間 終了時間

1

1

1

1

1

17:00

1

17:00

17:00

9:00 17:00

1

1

9:00 17:00

1 17:009:00

17:00

17:00

9:00

9:00

9:30

9:00

火

11

9:00

9:00

17:00

17:00

2

火

4

2

水

1

9:00

17:00

5 木 9:00 9:30

1

3

2 3

12 木

6 金

9 月

10

水

○○事業所

17:00

0

9:00

7 8 9
事業所番号支給決定障害者氏名

事業者及び
その事業所

厚生　太郎

自立訓練(機能訓練)　　原則の日数／月

2

受給者証
番　　　号

4 5 61

1

1

2

9:002

9:002

１時間以上

１時間未満

9:00

9:00

2回

5回

17:00

12回24回

木

20 金

30

17:00

17:00

9:00

23

16 月

13 金

27 金

17 火

24 火

18 水

19

12回 訪問型

利用者
確認印

17:009:00

17:00

月

月

通所型

25 水

26 木 2

1

2

9:00

9:00

1 1

次の区分により、サービスの提供形態を記載する。

・通所型・・・「１」
・訪問型・・・「２」
・訪問型（視覚）・・・「３」

下部は生活介護と同様。

欠席時対応加算を算
定する場合、「欠席」を
記載する。

通所型の回数を
記載する。

訪問型の１時間未満、１時間
以上の回数の合計を記載す
る。ただし、訪問型（視覚）の
回数は合計に含めない。

片道単位で回数を記載する。

■旧様式からの変更点
・【体験利用支援加算】欄を追加

障害福祉サービスの体験利用支援加算の
対象となる支援を実施した場合、
初日から５日目までは「１」、
６日目から１５日目までは「２」を記載する。



（様式14）

平成○○年　4　月分 自立訓練(生活訓練)サービス提供実績記録票
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

当月算定日数 　　　　　　　13日

枚中 枚

契約支給量 自立訓練(生活訓練)　　原則の日数／月

初期加算 利用開始日 ○○年4月2日 30日目 ○○年5月1日

1 9:00 12:00

8 9 0
支給決定障害者氏名 厚生　太郎 事業所番号

事業者及び
その事業所

○○事業所

日
付

曜
日

利用者
確認印医療連携

体制加算

サービス提供実績

2 月

体験利用
支援加算

備考サービス提供
の状況

提供形態 開始時間 終了時間
送迎加算 短期滞在

加算

食事提供

加算往 復

1 1 1

4 水 2 9:00 12:00

6 金 1 9:00 12:00 1 1 1 1

7 土 1 9:00 12:00 1 1 1 1

9 月 2 9:00 12:00

11 水 欠席

13 金 1 9:00 12:00 1 1 1

16 月 1 9:00 12:00 1 1 1

18 水 1 9:00 12:00 1 1 1 1

20 金 1 9:00 12:00 1 1 1 1

21 土 1 9:00 12:00 1 1 1 1

23 月 1

25 水 2 9:00 9:30

27 金 2 9:00 9:30

30 月 1 9:00 12:00 1 1 1

合計 通所型 9回 訪問型
１時間未満 2回

受給者証
番　　　号

1 2 3 4 5 6 7

１時間以上 2回
1回1回18回 4回 9回

欠席時対応加算を
算定する場合、「欠
席」を記載する。

短期滞在加算の算定対象となる支援
を行った日には「１」を記載する。

サービスの開始時間及び終了時間
を記載する。

片道単位で回数を記載する。

医療連携体制加算（Ⅰ）が算定される支援を
行った場合、「１」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅱ）が算定される支援を
行った場合、「２」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅳ）が算定される支援を
行った場合、「４」を記載する。

次の区分により、サービスの提供形態を記載する。

・通所型・・・「１」
・訪問型・・・「２」
・訪問型（視覚）・・・「３」

通所型の回数を
記載する。

訪問型の１時間未満、１時間
以上の回数の合計を記載す
る。ただし、訪問型（視覚）の
回数は合計に含めない。

■旧様式からの変更点
・【医療連携体制加算】欄を追加
・【体験利用支援加算】欄を追加
・【備考】欄から「医療連携体制加算」の記載を削除

障害福祉サービスの体験利用支援加算の
対象となる支援を実施した場合、
初日から５日目までは「１」、
６日目から１５日目までは「２」を記載する。



（様式15）

平成○○年　4　月分 宿泊型自立訓練サービス提供実績記録票
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1

1

備考サービス提供の
状況

食事提供
加算

入院時支援
特別加算

帰宅時
支援加算

日中支援
加算

医療連携
体制加算

日
付

曜
日 夜間支援等

体制加算

利用者
確認印

3

2 月

11 日

入院 1

4 水 入院

3 火 入院

6 金

5 木 入院

入院

7 土 入院 1

9

8 日 入院

10 火

月 入院 1

入院

11 水 入院 1

13

12 木 1

14 土

金 1

1

15 日 1

17

16 月 1

18 水

火 1

1

19 木 1

21

20 金 1

22 日

土 1

1

23 月 1 1

25

124 火 1

26 木

水 1 1

1 1

27 金 1 1

29

28 土 1

30 月

日 1

1

回 5回合計 22回 2回21回 1回

7 8 9 0 支給決定障害者氏名 厚生　太郎

3

3

3

3

3

1

1

2

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

1

地域移行
加算

1回

支援実績

受給者証
番　　　号

1 2 3 4 5 6
事業所番号

事業者及び
その事業所

○○事業所

初期加算 利用開始日 ○○年4月1日 30日目 ○○年4月30日 当月算定日数 　　　　　 22日

地域移行加算 退所日 ○○年4月30日 退所後算定日

日中支援加算の算定要件を満たす支援を行った
場合「1」を記載する。

※報酬上算定できる回数にかかわらず、要件を満

たす場合（実際に支援を行った場合）は記載する。

夜間支援等体制加算（Ⅰ）の算定要件を満たす場
合、「１」を記載する。

夜間支援等体制加算（Ⅱ）の算定要件を満たす場
合、「２」を記載する。

夜間支援等体制加算（Ⅲ）の算定要件を満たす場

合、「３」を記載する。

※すべてサービス提供日に限る。

当該月における初期加算の算定
日数（初期加算の算定可能期間
のうち本体報酬が算定される日
数）を記載する。

医療連携体制加算（Ⅰ）が算定される支援を
行った場合、「１」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅱ）が算定される支援を
行った場合、「２」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅳ）が算定される支援を
行った場合、「４」を記載する。

■旧様式からの変更点
・【医療連携体制加算】欄を追加
・【地域移行加算】欄を追加
・【備考】欄から「地域移行加算」の記載を削除
・【地域移行加算 入所中算定日】欄を削除

利用中において、地域移行加算の算定要件を満
たす支援を行った場合、「１」を記載する。
※利用中に２回を限度とする。



（様式16）

平成○○年　4　月分 就労移行支援提供実績記録票
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

　　　　　　　19日

枚中 枚

当月 2 日

累計 15 日/１８０日

合計 36回 1回 14回 1回
移行準備
支援体制
加算（Ⅰ）

1回

1 130 月 9:00 17:00 1

27 金

1 126 木 9:00 17:00 1

25 水 9:00 17:00 1 1 1

1 124 火 9:00 17:00 1

23 月 9:00 17:00 1 1 1

1 120 金 9:00 17:00 1

19 木 9:00 17:00 1 1 1

1 118 水 9:00 17:00 1

17 火 9:00 17:00 1 1 1

1 1

2

16 月 9:00 17:00 1

日報有り（職場体験実習）

13 金 1 1

1 1

2

12 木 1

日報有り（職場体験実習）

11 水 1 1

1 110 火 1

9 月 欠席

1 16 金 9:00 17:00 1

5 木 9:00 17:00 1 1 1

1 14 水 9:00 17:00 1

1 13 火 9:00 17:00 1 1

2 月 9:00 11:00

訪問支援特別加算
食事提供

加算
医療連携
体制加算

移行準備
支援体制

加算往

通勤訓練
加算

体験利用
支援加算

利用者
確認印

復 時間数

1

備考

2

日
付

曜
日

サービス提供実績

サービス提供
の状況

開始時間 終了時間
送迎加算

1

受給者証
番　　　号

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

1回

支給決定障害者氏名 厚生　太郎 事業所番号

事業者及び
その事業所

○○事業所
契約支給量 就労移行支援　　原則の日数／月

初期加算 利用開始日 ○○年4月2日 30日目 ○○年5月1日 当月算定日数

欠席時対応加算
を算定する場合、
「欠席」を記載す
る。

片道単位で回数を記載する。

移行準備支援体制加算
（Ⅰ）の算定要件を満た
す支援を行った場合、
「１」を記載する。

移行準備支援体制加算
（Ⅱ）の算定要件を満た
す支援を行った場合、
「２」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅰ）が算定される支援
を行った場合、「１」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅱ）が算定される支援
を行った場合、「２」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅳ）が算定される支援
を行った場合、「４」を記載する。

移行準備支援体制加算
（Ⅰ）が算定される支援を
行った場合のみの当月
の日数合計を記載する。

下部は生活介護と同様。

通勤訓練加算を算定する
場合、「１」を記載する。

■旧様式からの変更点
・【医療連携体制加算】欄を追加
・【通勤訓練加算】欄を追加
・【体験利用支援加算】欄を追加
・【備考】欄から「医療連携体制加算」の記載を削除

障害福祉サービスの体験利用支援加算の
対象となる支援を実施した場合、
初日から５日目までは「１」、
６日目から１５日目までは「２」を記載する。



（様式17）

平成○○年　4　月分 就労継続支援提供実績記録票

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
5

1回

受給者証
番　　　号

1 2 3 4

1 1

1 1

1

1

送迎加算

1

1

1

1

1

1

1 1

1 1

1

1

1 1

1

1 1

1

1 1

1 1

当月施設外
支援

1回

1 1

1 1

1

4 日

〃

〃

〃

1

備考

21

日報有り（職場体験実習）

合計 36回

6 7 8 9 0

1

開始時間

累計 15 日/１８０日
14回

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

往

支給決定障害者氏名 厚生　太郎 事業所番号

時間数復

施設外
支援

22 9:00

事業者及び
その事業所

○○事業所
契約支給量 就労継続支援　　原則の日数／月

体験利用
支援加算

月

9:00 17:00

日
付

曜
日 終了時間

11:00

サービス提供
の状況

サービス提供実績

4 水 9:00 17:00

利用者
確認印

訪問支援特別加算
食事提供

加算

3 火

5 木 9:00 17:00

6 金 9:00 17:00

9 月 欠席

10 火

11 水

12 木

13 金

16 月 9:00 17:00

17 火 9:00 17:00

18 水 9:00 17:00

19 木 9:00 17:00

20 金 9:00 17:00

23 月 9:00 17:00

24 火 9:00 17:00

25 水 9:00

26

9:0030 月 17:00

1

17:00

木 9:00 17:00

1

1

27 金

当月算定日数

医療連携
体制加算

1回

　　　　　　　19日

枚中 枚

初期加算 利用開始日 ○○年4月2日 30日目 ○○年5月1日

欠席時対応加算を
算定する場合、「欠
席」を記載する。

片道単位で回数を記載する。

医療連携体制加算（Ⅰ）が算定される支援
を行った場合、「１」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅱ）が算定される支援
を行った場合、「２」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅳ）が算定される支援
を行った場合、「４」を記載する。

■旧様式からの変更点
・【医療連携体制加算】欄を追加
・【体験利用支援加算】欄を追加
・【備考】欄から「医療連携体制加算」の記載を削除

障害福祉サービスの体験利用支援加算の
対象となる支援を実施した場合、
初日から５日目までは「１」、
６日目から１５日目までは「２」を記載する。



（様式18-1）

平成○○年　4　月分 共同生活援助サービス提供実績記録票
9 9 2 0 0 0 0 0 0 0

自立生活支援加算 退居日 ○○年4月30日 退居後算定日

1日

支給決定障害者氏名 厚生　太郎
事業所番号

事業者及び
その事業所

○○事業所

1

1回 1回合計 12回 2回 2回 6回

130 月 1

29 日 1

28 土 1

27 金

2

2

26 木 1

25 水 1

1

1 1

24 火 1

23 月 1

22 日 外泊 1

21 土 入院→共同生活住
居に戻る→外泊

20 金 入院

19 木 入院

18 水 外泊→入院

17 火 外泊 1

16 月 入院→外泊

15 日 入院

214 土 2

13 金 外泊 2

12 木 外泊

11 水 外泊 1

10 火 外泊

9 月 外泊

8 日 外泊

7 土 外泊

6 金 入院 1

5 木 入院 1

4 水 入院

3 火 入院

2

2 月 入院

1 日 3

利用者
確認印

備考サービス提供の
状況

夜間支援等
体制加算

入院時支援
特別加算

帰宅時支援
加算

日中支援
加算

医療連携
体制加算

自立生活
支援加算

8 9

住居外
利用

6

日
付

曜
日

支援実績

0
受給者証
番　　　号

1 2 3 4 5 7

外泊の初日：「外泊」

外泊の中日：「外泊」

外泊から共同生活住居

に戻った日：「外泊」

（居住系共通）

入院の初日：「入院」

入院から外泊に移行した日：「入院

→外泊」

外泊の中日：「外泊」

外泊から入院に移行した日：「外泊

→入院」

入院から共同生活住居に戻った

日：「入院」

入院から共同生活住居に戻り同一

日において外泊に移行した日：「入

院→共同生活住居に戻る→外泊」

（居住系共通）

入院、外泊等なく通常に

支援を行った日について

は、当該欄の記載は必要

ない。

（居住系共通）

日中支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たす支援を行った場合、

「１」を記載する。

日中支援加算（Ⅱ）の算定要件を満たす支援を行った場合、

「２」を記載する。

※報酬上算定できる回数にかかわらず、要件を満たす場合（実際に支

援を行った場合）は記載する。

帰宅時支援加算の算定要件を満たす支援を行った場合「1」を

記載する。

※報酬上算定できる回数にかかわらず、要件を満たす場合

（実際に支援を行った場合）は記載する。

夜間支援等体制加算（Ⅰ）の算定要件を

満たす場合、「１」を記載する。

夜間支援等体制加算（Ⅱ）の算定要件を

満たす場合、「２」を記載する。

夜間支援等体制加算（Ⅲ）の算定要件を

満たす場合、「３」を記載する。

※すべてサービス提供日に限る。

入院時支援特別加算の算定要件を満たす支援を行った場合「1」を記

載する。

※報酬上算定できる回数にかかわらず、要件を満たす場合（実際に支

援を行った場合）は記載する。

入院の初日：「入院」

入院の中日：「入院」

入院から共同生活住居

に戻った日：「入院」

（居住系共通）

入居中において、自立生活支援加算が算定さ

れる支援を行った場合、「１」を記載する。

※入居中に２回を限度とする。

医療連携体制加算（Ⅰ）が算定される支援

を行った場合、「１」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅱ）が算定される支援

を行った場合、「２」を記載する。

医療連携体制加算（Ⅳ）が算定される支援

を行った場合、「４」を記載する。

■旧様式からの変更点
・【住居外利用】欄を追加 ・【医療連携体制加算】欄を追加
・【自立生活支援加算】欄を追加
・【備考】欄から「医療連携体制加算」、「自立生活支援加算」の記載を削除
・【自立生活支援 入居中算定日】欄を削除

日中サービス支援型の事業所

において、該当受給者が日中を

当該共同生活住居以外で過ごし

た場合、「１」を記載する。

支給決定障害者が当

該共同生活住居を退居

した日を記載する。

報酬算定上は月1回を
限度とするが、報酬上
算定できる回数にかか
わらず、要件を満たす
場合は記載する（同一
月内で月2回算定でき
ないが記載する）。

日中支援加算（Ⅱ）については、報酬

算定上は当該支援を行った日数の合

計が1月につき2日を超える場合、3日
目以降について報酬算定されるが、報

酬上算定できる回数にかかわらず、要

件を満たす場合は記載する（本ケース

の場合、日中支援加算（Ⅰ）が3回と日
中支援加算（Ⅱ）が1回の計4回の算定
となるが、合計は6回と記載する）。 退居後において自立生活支

援加算が算定される支援を

行った日を記載する。

※ 退居月と退居後における

自立生活支援加算の算定月

が異なる場合は、受給者証番

号、受給者氏名などの基本

情報と本欄の退居日、退居後

算定日のみ記載する。



（様式18-2）

平成○○年　4　月分 共同生活援助サービス提供実績記録票
9 9 2 0 0 0 0 0 0 1

支給決定障害者氏名
受給者証
番　　　号

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

日
付

曜
日

外部サービス利用型
共同生活援助計画

サービス提供時間
算定

時間数
利用者
確認印

備考
開始時間 終了時間

計画
時間数

開始時間 終了時間

利用
人数

1 火 6:00 6:15 0.25 6:00 6:15 0.25

4 金 9:00 10:00 1 9:00 10:00 1

4 金 17:00 18:00 1 17:00 18:00 1

5 土 9:00 10:00 9:00 10:00

5 土 11:00 12:30 2.5 11:00 12:30 2.5

12:30 2.58 火 10:00 12:30 2.5 10:00

11:00 0.2510 木 10:00 11:00 0.25 10:00

合計 7.5 7.5

枚中

4

枚

厚生　太郎
事業所番号

事業者及び
その事業所

○○事業所

受託居宅介護サービス費を算定
する時間数を記載する。

算定時間数は、0.25（15分）単
位で記載する。

サービス提供を行っていない時間（空き時間）が2
時間以上の場合、複数のサービス提供として取り
扱い、算定時間数は別々に記載する。

サービス提供を行っていない時間（空き時間）が2
時間未満の場合、一連のサービス提供として取り
扱い、算定時間数は最終行にまとめて記載する。

複数人のヘルパー（複数事業者がヘルパーを派遣している場合を含む。）でサービスを提供し、派遣時
間がずれた場合（例：ヘルパーＡが10:00～12:00にサービス提供し、ヘルパーＢが11:00～12:30にサー
ビス提供した場合）、開始時間、終了時間は利用者がサービス提供を受けた最小の時間と最大の時間
を記載する。
算定時間数は利用者がサービス提供を受けた開始時間から終了時間までの所要時間を記載する。

1人のヘルパーが複数の利用者を支援する
場合は、1回の利用者の人数を記載する。

1人のヘルパーが複数の利用者を支援する場合は、1回のサービス提供時間を1回の利用者の人数
で除した結果の利用者1人当たりの所要時間（0.25（15分）単位）を記載し、利用人数欄に、1回の利
用者の人数を記載する。

■旧様式からの変更点
・【利用人数】欄を追加
・【備考】欄から「利用人数」の記載を削除



（様式１９）平成○○年　4月分 同行援護サービス提供実績記録票

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

枚中 枚

平成30年度報酬改定後の単価の場合 16 9 6 15

合
計

身体介護を伴う場合

身体介護を伴わない場合

100% 90% 70%

1回 1回

計画
時間数計

内訳（適用単価別） 算定
時間数計

2 9:00 11:00 2 117 月
同行

（基礎・通訳） 9:00 11:00

2 9:00 11:00 2 114 金
同行

（初任・通訳） 9:00 11:00

3 9:00 12:00 3 112 水
同行

（初任者等） 9:00 12:00

2 9:00 11:00 2 1

1

10 月
同行

（通訳） 9:00 11:00

9:00 10:00 1 17 金
同行

（初任者等）

2 9:00 10:00 1 25 水
同行

（基礎等） 9:00 11:00

3 9:00 12:00 3 1 13 月
同行

（初任者等） 9:00 12:00

初回
加算

緊急時
対応
加算

サービス
提供者印

利用者
確認印

備考開始
時間

終了
時間

計画
時間数

開始
時間

終了
時間

契約支給量 同行援護　３０時間／月

日
付

曜
日

サービス
内容

同行援護計画 サービス提供時間
算定
時間

派
遣
人
数

厚生　太郎 事業所番号

（障害児氏名） （厚生　花子）
事業者及び
その事業所

○○事業所

6 7 8 9 0
支給決定障害者等氏名受給者証

番　　　号
1 2 3 4 5

１時間を二人派遣で提供した場
合、各利用日に係る欄の算定
時間数は１時間とし、下の合計
欄においては2時間を記載する。
（1時間×2人＝2時間）

同行援護を算定する時間数を記
載する。

当該従業者の資格（初任者等）（基
礎等）（初任・通訳）（基礎・通訳）（通
訳）を併記する。

ヘルパーの資格により適用さ
れる単価ごとに算定時間を記
載する。

算定時間数の内訳
を集計する。

初回加算を算定する場合、
「１」を記載する。

緊急時対応加算を算定する場
合、「１」を記載する。

■旧様式からの変更点
・【サービス内容】欄の記載内容を変更
・【初回加算】欄を追加
・【緊急時対応加算】欄を追加
・【備考】欄から「初回加算」、「緊急時対応加算」の記載を削除
・【合計】欄に「平成30年度報酬改定後の単価の場合」を追加
・「身体介護を伴う場合」の【合計 内訳（適用単価別） 90％】欄を
設定可能に変更



（様式２０）

平成○○年　４月分 地域移行支援提供実績記録票
9 9 3 0 0 0 0 0 0 1

訪問相談

同行支援

同行支援

同行支援

訪問相談

同行支援

備考

1

1

体験宿泊Ⅰ

1

1

1

1

体験宿泊Ⅰ

利用者
確認印

体験利用Ⅰ

退院・退所月加算

合計

退院・退所日

24 火

23 月

1 日

1 11 1
受給者証
番　　　号

日
付

曜
日

1

17 火

水

13 金

16 月

25

30 月

事業所番号

事業者及び
その事業所

○○事業所

支給決定障害者氏名 厚生　太郎0 0

6日

09 9

1

体験宿泊Ⅱ

体験宿泊Ⅰ

体験宿泊Ⅱ

支援実績

初回
加算

サービス提供の状況算定日数

○○年4月27日

1回

退院・退所月加算を算定する場
合、施設等からの退院・退所日を
記載する。

本体報酬及び集中支援加算の対
象となる支援を実施した場合は、
「算定日数」欄に「１」を記載する。

サービス提供の状況に応じて、以下のいずれかを記載する。

・体験利用Ⅰの場合（初日から５日目）・・・「体験利用Ⅰ」
・体験利用Ⅱの場合（６日目から１５日目）・・・「体験利用Ⅱ」
・体験宿泊Ⅰの場合・・・「体験宿泊Ⅰ」
・体験宿泊Ⅱの場合・・・「体験宿泊Ⅱ」

本体報酬及び集中支援加
算の対象となる支援を実
施した場合は、支援の具
体的な内容を記載する。

初回加算を算定する場合、
「１」を記載する。

■旧様式からの変更点
・【サービス提供の状況】欄の記載内容を変更
・【初回加算】欄を追加
・【備考】欄から「初回加算」の記載を削除



（様式２１）

平成○○年　４月分 地域定着支援提供実績記録票
9 9 3 0 0 0 0 0 0 1受給者証

番　　　号
9 9 0 0 0

備考

1 1 1 1 1 支給決定障害者氏名 厚生　太郎
事業所番号

事業者及び
その事業所

○○事業所

日
付

曜
日

支援実績
利用者
確認印

24 火 緊急時支援Ⅰ

サービス提供の状況

1 日 緊急時支援Ⅰ

23 月 緊急時支援Ⅱ

「体制確保」については、実績記録票に記載しない。
※緊急対応がなく、体制確保のみの場合、提供実績記録票は不要。

サービス提供の状況に応じて、以下のいずれかを記載する。

・緊急対応を実施した場合、「緊急時支援Ⅰ」

・深夜に電話による相談援助を実施した場合、「緊急時支援Ⅱ」

■旧様式からの変更点
・【サービス提供の状況】欄の記載内容を変更



（様式２２）

平成○○年　４月分 就労定着支援提供実績記録票
9 9 1 0 0 0 0 0 0 1

9 0 0 1 1 1

関係機関訪問

障害者本人・家族等の来所

自宅等訪問

企業訪問

日 1

9

日
付

曜
日

月 1

算定日数

1

5 木 1

16 月 1

事業所番号

事業者及び
その事業所

○○事業所

受給者証
番　　　号

備考

支給決定障害者氏名9

利用者
確認印

1

特別地域加算

1

厚労　太郎

支援実績

0 1

初期加算 利用開始日 ○○年4月1日

1回合計 4日

本体報酬の対象と
なる支援を実施した
場合は、「算定日
数」欄に「１」を記載
する。

■新規様式（様式２２）
・就労定着支援提供実績記録票

特別地域加算の対象となる
支援を実施した場合は、「１」
を記載する。



（様式２３）

平成○○年　４月分 自立生活援助提供実績記録票
9 9 1 0 0 0 0 0 0 1受給者証

番　　　号
9 9 0 0 0 1 1 1 1 1 支給決定障害者氏名 厚生　太郎

事業所番号

事業者及び
その事業所

○○事業所

日
付

曜
日

支援実績
利用者
確認印

備考
算定日数 同行支援加算

初回
加算

1 日 1 1 1

13 金 1 1

1

定期訪問

定期訪問

定期訪問16 月

定期訪問

23 月 1 随時訪問

25 水 1 1

合計 5日 3回 1回

■新規様式（様式２３）
・自立生活援助提供実績記録票

居宅への訪問による支援を実
施した場合は、「算定日数」欄
に「１」を記載する。

同行支援加算の対象となる支援を
実施した場合は、「１」を記載する。

初回加算を算定する場合、
「１」を記載する。



(3)上限管理事業者となる場合

            利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書の「利用者負担上限管理を依頼（変更）

　　 した事業者」欄への記入　（※当様式は、区のホームページからダウンロードできます。）　　　

利用者（上限到達見込者）からの依頼により、上限管理事業者となる場合は、該当欄へ記入・

押印後、利用者へ届出書を返却します。届出書は、利用者より受給者証と共に、総合支所保

健福祉課へ提出されます。

　上限管理事業者となる場合の届出書の記入例

上限額管理事業所所在地及び連絡先

世田谷区世田谷4-21-27　　03（5432）1111
上限額管理事業者及びその事業所の名称

いきいきヘルプサービス
世田谷事業所 印

（提出先）

　　　　　　　　　様

平成　　　年　　　月　　　日

住　所

電話　　　　　（　　　　）

氏　名

３　この届出書の届出がない場合、利用者負担額を一旦全額負担していただくことがあります。

変更前の事業所への連絡（□済　□　未）

　上記の指定サービス事業所に利用者負担の上限額管理を依頼することを届出します。

　また、利用者負担の上限額管理のために、私にサービスを提供した事業所が上記届出事業
所にサービス利用状況等を情報提供することに同意します。

市町村
確認欄

１　この届出書は、利用者負担の上限額管理を依頼する事業所が決まり次第、受給者証を添えて、保健福祉課へ提出してください。

２　利用者負担の上限額管理を依頼する事業所を変更するときは、変更年月日を記入のうえ、保健福祉課へ提出してください。

利用者負担上限額管理を依頼（変更）した事業者

　上記の者より、平成１９年１０月１４日にあった利用者負担上限額管理の依頼の件につきましては、
責任を持って利用者負担の上限額管理事務を行うことを承諾します。

事業所を変更する場合の事由等 変更年月日 平成　　年　　　月　　　日

※事業所を変更する場合は必ず記入してください。

記入例

利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書

支給決定障害者等氏名 受給者証番号

フリガナ

生年月日

　　　明・大・昭
　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

別表３



平成　　　　年　　　月　　　日

（　提　供　先　）

殿

下記のとおり提供します。

提供サービス受給者証番号

利用者負担額

総費用額

氏名

市町村番号

氏名

氏名

市町村番号

受給者証番号

市町村番号

受給者証番号

提供サービス

市町村番号

受給者証番号

総費用額

提供サービス

氏名

市町村番号

受給者証番号

氏名

利用者負担額 提供サービス

市町村番号

受給者証番号

利用者負担額 提供サービス

提供サービス受給者証番号

総費用額

利用者負担額

氏名

氏名

氏名

市町村番号

受給者証番号

総費用額

提供サービス

利用者負担額

受給者証番号

氏名

利用者負担額

総費用額市町村番号

氏名

受給者証番号 利用者負担額

市町村番号 総費用額

項番 支給決定障害者等欄

住　所
（所在地）

平成

利用者負担額一覧表

事
業
者

指定事業所番号

月分

総費用額

利用者負担額

電話番号

名　称

利用者負担額

提供サービス

提供サービス

提供サービス

総費用額

利用者負担額

総費用額

総費用額

年

市町村番号

別表４



1　管理事業所で利用者負担額を充当したため、他事業所の利用者負担は発生しない。

2　利用者負担額の合算額が、負担上限月額以下のため、調整事務は行わない。

3　利用者負担額の合算額が、負担上限月額を超過するため、下記のとおり調整した。

合計

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番

事業所番号

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

利用者負担額

管理結果後利用者負担額

総費用額

事業所名称

総費用額

管理結果後利用者負担額

平成 月分年

事業所及び
その事業所
の名称

管
理
事
業
者

市町村番号

受 給 者 証 番 号

障 害 児 氏 名

指定事業所番号

利用者負担額

支給決定障害者等

氏 名

支 給 決 定 に 係 る

利用者負担上限月額

事業所名称

項番

事業所番号

利用者負担上限額管理結果

利用者負担上限額管理結果票

上記内容について確認しました。

平成 年 月 日

別表５


